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令和４年３月８日（火曜日）

午前10時00分開会

会議に付託された議案等

○議案第１号 令和４年度宮崎県一般会計予算

○議案第15号 令和４年度宮崎県立学校実習事

業特別会計予算

○議案第16号 令和４年度宮崎県育英資金特別

会計予算

○議案第17号 令和４年度宮崎県公営企業会計

（電気事業）予算

○議案第18号 令和４年度宮崎県公営企業会計

（工業用水道事業）予算

○議案第19号 令和４年度宮崎県公営企業会計

（地域振興事業）予算

○議案第23号 教育関係使用料及び手数料徴収

条例の一部を改正する条例

○議案第24号 警察関係使用料及び手数料徴収

条例の一部を改正する条例

○請願第６号 新型コロナウイルス感染症から

子どもを守り学ぶ権利を保障す

るために少人数学級を求める請

願

○その他報告事項

・令和４年度宮崎県教育委員会事務局組織改正

案について

・宮崎県立特別支援学校教育整備方針の策定に

ついて

○閉会中の継続調査について

出席委員（６人）

委 員 長 重 松 幸次郎

副 委 員 長 山 下 寿

委 員 徳 重 忠 夫

委 員 井 本 英 雄

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 満 行 潤 一

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

警察本部

警 察 本 部 長 佐 藤 隆 司

警 務 部 長 髙 橋 和 成

警務部参事官兼
日 高 俊 治

首 席 監 察 官

生 活 安 全 部 長 時 任 和 博

刑 事 部 長 中 川 正 純

交 通 部 長 河 野 俊 一

警 備 部 長 河 野 晃 央

警務部参事官兼
上 平 賢 一

会 計 課 長

警務部参事官兼
三 原 健

警 務 課 長

生活安全部参事官兼
黒 瀬 信太郎

生活安全企画課長

総 務 課 長 梅 原 守

少 年 課 長 黒 木 守

生 活 環 境 課 長 廣 田 匡 慶

交 通 規 制 課 長 宇都宮 淳一郎

運 転 免 許 課 長 戸 松 俊 二

企業局

企 業 局 長 井 手 義 哉

副局長（総括） 日 高 幹 夫

副局長（技術） 江 藤 彰 泰

総 務 課 長 松 野 義 直

経 営 企 画 室 長 宮 田 晃 尚

工 務 管 理 課 長 田 原 充 生

施 設 保 全 課 長 釘 元 英 俊

発 電 設 備 課 長 山 本 正 信

令和４年３月８日(火)
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総 合 制 御 課 長 丹 山 竜一郎

事務局職員出席者

議 事 課 主 事 飯 田 貴 久

総 務 課 主 事 合 田 有 希

○重松委員長 ただいまから文教警察企業常任

委員会を開会いたします。

まず、委員会の日程についてであります。日

程案につきましては、お手元に配付のとおりで

ありますが、御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 それでは、そのように決定いた

します。

次に、当初予算関連議案の審査方法について

であります。お手元に配付しております資料、

委員会審査の進め方案を御覧ください。

まず、１、審査方法についてであります。

当初予算の審査に当たっては、重点事業・新

規事業を中心に説明を求めることとし、併せて

令和２年度決算における指摘要望事項に係る対

応状況についても、説明を求めることとしてお

ります。

次に、２、当初予算関連議案の審査について

であります。

次回の委員会は、審査が長くなることが予想

されることから、教育委員会については２班に

分けて審査を行い、その後、総括質疑を行いた

いと存じます。

審査方法について、御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 それでは、そのように決定いた

します。執行部入室のため、暫時休憩いたしま

す。

午前10時１分休憩

午前10時２分再開

○重松委員長 委員会を再開いたします。

それでは、本委員会に付託されました議案等

について、警察本部長に概要説明を求めます。

○佐藤警察本部長 本日、御審議をお願いする

案件は３点ございます。

１つ目が、議案第１号「令和４年度宮崎県一

般会計予算」であります。当初予算案は、令和

４年宮崎県警察運営方針及び運営重点に沿った

各種施策を具体的に実現する予算案として編成

したところでありまして、歳出予算額として、

恩給及び退職年金を除きまして270億8,875

万2,000円をお願いするものであります。

２つ目に、昨年９月の決算特別委員会での指

摘要望事項に係る対応状況について、最後に、

議案第24号「警察関係使用料及び手数料徴収条

例の一部を改正する条例」について説明いたし

ます。詳細につきましては、それぞれ担当部長

から説明させますので、御審議のほど、よろし

くお願いいたします。

○重松委員長 本部長の概要説明が終了いたし

ました。

それでは、引き続き議案の審査を行いますが、

歳出予算の説明については、重点事業・新規事

業を中心に簡潔明瞭に行い、併わせて決算にお

ける指摘要望事項に係る対応状況についても説

明をお願いします。

それでは、議案に関する説明を求めます。

なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

○髙橋警務部長 議案第１号「令和４年度宮崎

県一般会計予算」の公安委員会関係につきまし

て御説明申し上げます。

お手元の文教警察企業常任委員会資料の資料

令和４年３月８日(火)
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１、令和４年度歳出予算についてと、令和４年

度歳出予算説明資料の511ページ以降により御説

明申し上げます。

資料１の１、令和４年度歳出予算の概要を御

覧ください。警察本部の歳出予算要求の基本的

な考え方は、県民の期待と信頼に応える強く、

しなやかな警察という令和４年の宮崎県警察の

運営方針の下、子供、女性、高齢者を守る取組

と効果的な犯罪防止対策の推進等、５項目の運

営重点を中心とする治安維持に必要な経費を措

置し、警察力を確保しようというものです。

この基本的な考え方の下に、公安委員会関係

の令和４年度歳出予算額は、恩給及び退職年金

費を除きまして270億8,875万2,000円をお願いす

るものです。

この予算額は、前年度と比べますと人件費に

つきましては、退職手当等が減ったことなどに

より３億1,755万3,000円の減額、人件費以外の

物件費につきましては、警衛警備対策事業の終

了などにより4,246万8,000円の減額となり、総

額では３億6,002万1,000円の減額、率にします

と対前年度比1.3％減となっております。

次に、令和４年度の公安委員会関係の歳出予

算の内容を科目、事項別に説明いたします。

２、事項別歳出予算額と主な事業を御覧くだ

さい。

まず、一覧表の最上段左側に記載しておりま

す会計、科目、事項の欄を御覧ください。

会計、一般会計、（款）警察費（項）警察管理

費（目）公安委員会費（事項）委員報酬681万6,000

円、これは、公安委員３名の報酬でございます。

次に、（事項）委員会運営費698万4,000円、こ

れは、公安委員会運営に要する経費です。

この中の主な事業につきましては、警察署協

議会運営費337万3,000円、これは、県下13警察

署に置かれている地域住民の意向を警察業務に

反映させるための警察署協議会の運営に要する

経費で、委員の報酬や旅費などに要する経費で

す。

次に、（目）警察本部費（事項）職員費186

億1,836万4,000円でございます。これは、職員

の人件費であります。

次に、（事項）運営費27億3,758万5,000円、こ

れは、警察業務を行う上で、その基盤となる通

信指令システムやОＡ機器、その他職員が警察

業務を処理するために必要な事務費等の経費で

あります。

この中の主な事業は、退職手当11億7,561

万2,000円、警察業務電算化推進事業３億1,708

万9,000円、新たな時代に対応する警察通信指令

システム整備事業２億9,399万4,000円です。

退職手当は、本年１月１日現在で令和４年度

末の定年退職者42名、予想される希望退職者等35

名を含む合計77名分を計上しております。

警察業務電算化推進事業は、現在の高度情報

化社会の中で、広域・複雑・高度化する犯罪か

ら県民の安全な生活を守り、情報技術─ＩＴ

を活用した各種警察業務の電算化を推進し、警

察力の強化を図るための経費です。

新たな時代に対応する警察通信指令システム

整備事業は、県民からの事件・事故・災害等の

届出に、迅速かつ的確な対応を行うための通信

指令システムの運用経費です。

次に、（目）装備費（事項）装備費４億297

万5,000円は、警察機動力及び警察装備の計画的

整備充実強化と装備活動に要する経費です。

この中の主な事業につきましては、警察活動

用車両維持費２億6,384万6,000円、警察ヘリコ

プター警察活動事業費8,425万2,000円です。

警察活動用車両維持費は、警察が保有してい
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る全車両に係る修繕費、燃料費、自賠責保険料、

重量税及びその他維持に係る消耗品費等に要す

る経費です。

警察ヘリコプター警察活動事業費は、警察が

保有するヘリコプターの運用に要する燃料費や

定期点検整備用などの経費です。

次に、（目）警察施設費（事項）警察施設費11

億4,736万3,000円、これは、警察施設の計画的

整備と適正な維持管理に要する経費です。

この中で主な事業につきましては、その他警

察施設営繕費４億6,832万6,000円、その他警察

庁舎及び宿舎維持管理費３億4,788万7,000円で

す。その他警察施設営繕費は、警察本部をはじ

め、運転免許センターや警察署等の警察施設の

補修に伴う設計委託、改修工事など維持管理に

要するに費用です。その他、警察庁舎及び宿舎

維持等管理費は、警察施設の機能を維持してい

くために必要な電気設備、空調、清掃等の委託

費や施設の修繕、維持に要する消耗品の購入等

に係る経費です。

次に、（事項）警察署庁舎建設費330万円です。

警察署建替調査事業につきましては、資料１

―１を御覧ください。事業の目的につきまして

は、警察庁舎は県民の安全で安心な生活を守る

治安、防災上の重要拠点として機能の維持と充

実を図る必要があるため、老朽化が著しく、県

民の利便性等に支障が生じている警察署の更新

整備に必要な調査を行うものです。

事業の概要につきましては、都城警察署及び

高岡警察署庁舎建て替えに向けた移転候補地の

条件の整理、物件情報の収集を行う委託事業で

す。事業の効果といたしましては、県民の利便

性向上や災害対応力の強化及び警察力の最大限

の発揮など、警察署の更新整備において求めら

れる要件を満たす最適な移転候補地の選定が期

待できます。

資料１にお戻りいただきまして、次に、（目）

運転免許費（事項）運転免許費８億560万5,000

円、これは運転免許試験及び各種講習その他運

転免許事務処理に要する経費です。

この中の主な事業につきましては、道路交通

法に伴う講習体制整備事業費３億5,111万円、運

転免許証ＩＣカード化運営事業１億3,9 1 1

万7,000円です。道路交通法に伴う講習体制整備

事業費は、70歳以上の高齢者に対する免許更新

時の高齢者講習や認知機能検査及び行政処分を

受けた停止処分者や軽微違反者に対して行う違

反者・処分者講習の２つの事業を合わせたもの

です。運転免許証ＩＣカード化運営事業は、Ｉ

Ｃカード運転免許証を作成する装置のリース料

や運転免許証の台紙の購入等に要する経費です。

次に、（項）警察活動費（目）警察活動費（事

項）一般活動費15億2,112万7,000円は生活安全、

刑事及び交通等、警察活動全般に要する経費で

す。

この中の主な事業につきましては、歩行者事

故ゼロに向けた交通安全対策事業929万5,000円、

その他警察活動経費５億27万8,000円です。

まず、歩行者事故ゼロに向けた交通安全対策

事業につきまして、資料１―２を御覧ください。

事業の目的、概要につきましては、横断歩道

における歩行者優先と正しい横断を徹底するた

め、県内において過去に歩行者事故が発生した

横断歩道や通学路等にある信号機のない横断歩

道の中から選定した県内27か所のモデル横断歩

道のカラー舗装と看板を整備し、歩行者事故ゼ

ロに向けた交通安全対策を実施するものです。

事業の効果としましては、モデル横断歩道の

環境整備を行い、同所での歩行者と運転者双方

への交通安全教育を行うとともに、悪質、危険
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性の高い横断歩行者等妨害の交通指導取締り等

を集中的に実施することで、県民への歩行者優

先のルールの浸透が図られ、交通事故抑止への

効果が期待されます。

資料１にお戻りください。

その他警察活動経費等は、各種警察活動を行

うに当たって必要となる経費であり、少年補導

員等の警察活動上必要な部外委嘱に係る経費や

警察官の職務に協力援助した方に対する災害給

付金、交通取締りや犯罪捜査等の各種警察活動

に係る旅費などの経費の総額です。

次に、（事項）交通安全施設維持費４億9,479

万3,000円、これは、交通安全施設の維持管理及

び電気、通信量等に要する経費です。

最後に、（事項）交通安全施設整備事業費13

億4,384万円、こちらは資料１―３を御覧くださ

い。事業の目的につきましては、交通事故が多

発している道路や特に交通の安全を確保する必

要がある道路におきまして、総合的な計画の下

に交通安全施設を整備することにより、交通環

境の改善、交通事故の抑止を図り、併わせて交

通の円滑化を図るものです。事業の概要につき

ましては、国庫補助事業と県単独事業の２つに

分かれ、国庫補助事業は、２の（４）のア、イ、

ウの３事業です。

アの交通管制及び信号機改良等整備費は、警

察本部等に設置されている交通管制センターの

整備や信号灯器のＬＥＤ化をはじめとした信号

機等の改良整備、イの円滑化対策事業費は、交

通渋滞を解消するための信号機新設や道路標識

等の整備、ウのコンクリート製信号機柱の鋼管

柱化は、コンクリート製の信号機柱から災害に

強い鋼製の鋼管柱へ移行する事業です。

これらの国庫補助事業は、交通安全施設等整

備事業の推進に関する法律施行規則で定められ

た交通量が多く事故が多発している道路、市街

地における歩行者の事故が多い道路、交通事故

が多発するおそれのある道路として、指定され

た特定の道路区間内、または交通の円滑を図る

ことにより、効果的に交通事故を防止すること

ができる場所として指定された地区の中で整備

を行う事業です。

次に、エ、オ、カの県単独事業についてです。

エの信号機新設、道路標識及び道路標示等整

備費は、特定の路線や地区を除く県内一円で信

号機や標識表示などの整備を行う事業、オの信

号機等のデザインポール共架整備費は、道路管

理者が行う電線の地中化工事に併せて、信号機

等の配線を地中化するための事業、カの交通安

全施設の災害対策強化事業費は、災害等の発生

により信号機に対する電源供給が絶たれた場合

でも、信号機による交通管理が正常に維持でき

るよう、主要幹線道路の信号機に自動起動型電

源付加装置を設置する事業です。

これらの国庫補助事業と県単独事業により、

令和４年度は信号機６基を新設するほか、信号

制御機106基の更新やコンクリート製信号機柱の

鋼管柱化95本、信号機のＬＥＤ化74式、自動起

動型電源付加装置10基等の整備を予定をしてお

ります。

また、令和４年度は横断歩道重点対策分とし

て道路標示整備に係る経費を増額し、今年度実

施した横断歩道標示の磨耗度の点検結果を基に

順次、道路表示が薄くなった横断歩道へ対処す

ることとしております。事業の効果といたしま

しては、交通事故や交通量等の実態に即した計

画的な交通安全施設を整備することで、交通事

故の抑止と交通の円滑化を図り、県民の安全の

確保と交通環境の向上につながる効果が期待が

できます。
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○河野交通部長 昨年９月の決算特別委員会の

指摘要望事項に係る対応状況について御説明い

たしますので、決算特別委員会の指摘要望事項

に係る対応状況の15ページをお開きください。

警察本部に対する指摘要望事項、「高齢者のた

めの交通安全対策について、制限運転や免許返

納などの死亡事故を減らすための取組をさらに

進めること」につきまして、その対応状況等に

ついて説明いたします。

まず、昨年の交通事故情勢ですが、県内の交

通事故死者数は30人で、一昨年より６人減少し、

戦後２番目に少ない数となりました。

また、死者30人のうち、65歳以上の高齢者は

死者全体の６割に当たる18人で、一昨年は８割

を占めていたので２割の減少、死者数としては12

人の減少となりました。

高齢者対策の具体的な取組としては、まず、

市町村等と連携して、高齢ドライバーに夜間や

雨天時等は運転を控えるなどの自主的なルール

を決めてもらい、安全運転に努めていただく制

限運転の普及に努めています。取組を開始した

令和元年５月から令和３年12月末までに、2,019

人に実践を宣誓していただいております。

また、運転免許証を返納しやすい環境をつく

るため、バスやタクシーの運賃割引等、各種の

メリットを要した運転免許証返納メリット制度

の拡充及び周知に努めているほか、返納者の情

報を地域包括支援センター等に連絡して支援を

行う情報連絡同意書制度、代理人による免許証

返納を認める代理返納制度、運転に不安を持つ

高齢者やその家族等をサポートする安全運転相

談等の取組を行っております。

その結果、昨年１年間で4,287人の高齢運転者

から運転免許証の自主返納を受けました。

返納理由としては、52.1％の方が身体機能低

下を自覚、30.7％の方が運転の必要がない、そ

して、12.5％の方が家族等の勧めとされており、

各種取組の推進により自主返納制度自体の認知

も高まっているものと推測されます。

このほかの高齢者の交通安全対策として、警

察官や交通指導員が高齢者宅を戸別訪問して安

全指導をする高齢者宅訪問指導のほか、温泉施

設や福祉施設等の高齢者が集まる施設116か所を

交通安全シルバー連絡所に指定し、警察官が同

所を訪問して交通安全指導等を行う活動、危険

予測トレーニング機器や歩行シミュレーターを

活用した交通安全教室など、高齢者に特化した

様々な取組を行っております。

また、昨年度末に複数回交通事故歴を有する

高齢運転者による死亡事故が発生したことを受

け、過去３年間に２回以上事故を起こしたこと

のある高齢運転者をリストアップし、短期集中

的に警察官が自宅を訪問し、免許返納の検討や

家族の協力を求めるなどの高齢運転者宅訪問ロ

ーラー作戦を実施しまして、現時点で対象

者1,180人に対する面接をほぼ完了し、10人が免

許を返納されました。引き続き、フォローアッ

プに努めているところであります。超高齢化社

会を迎え、高齢者の交通安全対策は引き続き喫

緊の課題であります。

県警察といたしましては、今後とも制御運転

の普及や運転免許証を返納しやすい環境づくり

に努めるとともに、コロナ禍における交通安全

教育や広報啓発にも創意工夫を凝らし、高齢者

の交通事故を防止するための取組を引き続き推

進してまいります。

続きまして、議案第24号「警察関係使用料及

び手数料徴収条例の一部を改正する条例」につ

いて説明いたします。

今回の改正につきましては、道路交通法関係
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と銃砲刀剣類所持等取締法関係がございます。

まず、道路交通法の主な改正内容について説

明いたします。

文教警察企業常任委員会資料の資料２―２、

改正道路交通法の施行についてを御覧ください。

１、２のとおり、道路交通法の一部を改正す

る法律は、令和２年６月に公布され、一部は既

に施行されておりますが、高齢運転者対策の充

実・強化や第２種免許等の受験資格の見直しに

関するものは、本年５月13日施行予定となりま

した。

改正の背景は、３にありますとおり、平成31

年４月から５月にかけて、東京都豊島区で母子

が犠牲となる悲惨な交通死亡事故が発生するな

ど、国民から高齢運転者に対する運転免許制度

の見直しを求める声が高まったこと、また、バ

ス、タクシー業界等から慢性的な労働力不足を

補うための規制緩和の要請がなされたことによ

ります。

改正の概要は、４のとおり、まず、高齢運転

者対策につきましては、１つ目が、75歳以上の

高齢運転者が受講している２時間と３時間の２

種類の高齢運転者講習を２時間講習に一元化す

ること。２つ目が、一定の交通違反がある75歳

以上の高齢運転者には、免許更新時に、新設さ

れる運転技能検査という実車試験を受けていた

だき、この検査で合格基準に達しなかったり、

免許証の有効期限までに受検しなかった場合に

は、運転免許の更新ができなくなること。３つ

目が、運転に不安があるが、運転免許の自主返

納はしたくないという高齢運転者については、

運転できる車両を衝突被害軽減ブレーキ等の安

全技術を搭載した車─安全運転サポート車に

限定した免許を申請できるようになることであ

ります。高齢運転者の免許更新時手続の現行制

度と新制度の比較は、資料２―３のとおりであ

ります。

次に、第２種免許等の受験資格の見直しにつ

きましては、現在、第２種免許や大型免許は21

歳以上で、かつ普通免許を取得してから３年以

上たった者しか受験できませんでしたが、改正

法施行後は、事前に特別な教習を受講した者に

限り、19歳以上で、かつ普通免許を取得してか

ら１年以上たった者も受験できるようになりま

す。

なお、これにより第２種免許等を取得したも

のの交通違反が累積して一定の基準に達した者

は、新設される若年運転者講習を受けなければ

ならず、この講習を受けなければ、取得した第

２種免許等が取り消されます。

それでは、「警察関係使用料及び手数料徴収条

例の一部を改正する条例」について説明いたし

ますので、資料２を御覧ください。

２（１）の改正の理由につきましては、高齢

運転者対策及び第２種免許等の受験資格に係る

改正道路交通法施行に伴い、手数料の標準額を

定めている同法施行令が改正、公布されたこと

から、本県の手数料に関する条例について改正

する必要が生じたためであります。

県の手数料条例の改正内容は、（２）のとおり、

認知機能検査手数料の改正、認知機能検査及び

講習手数料の改正、運転技能検査手数料の新設、

高齢者講習手数料の改正、若年運転者講習手数

料の新設、チャレンジ講習及び特定任意高齢者

講習（簡易講習料）の削除、条例本文等の字句

の訂正であります。各手数料の改正内容につき

ましては、資料２―１、運転免許関係手数料改

正案を御覧ください。ちなみに、手数料の金額

につきましては、改正施行令に示された手数料

と同額であり、また、改正される手数料は15種
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類であります。

それでは、資料２―１に沿って説明します。

番号１の認知機能検査手数料は、増額となり

ます。番号２と３の認知機能検査員講習とは、

認知機能検査員の資格を取るために受講する講

習であり、講習手数料はそれぞれ増額となりま

す。番号１、２、３の増額理由については、予

約受付や検査従事等の人件費、講習機材や印刷

製本、紙代等の物件費、会場維持等の施設費に

対する積算額を見直した結果のものです。番号

４の一定の交通違反がある75歳以上の高齢運転

者が対象となる運転技能検査の手数料は、新設

となります。番号５から12は、高齢者講習に関

するものですが、改正内容が分かりやすいよう

資料２―３の高齢者講習制度における現行制度

と新制度のチャートも併せて御覧ください。高

齢者講習は、70歳以上の方が免許更新を受ける

際に受講しなければならない講習であります。

また、現行制度では、保有する免許の種類に

よって講習手数料が異なります。具体的には、

小型特殊自動車以外の免許を持っている方と、

小型特殊自動車免許しか持っていない方によっ

て講習が異なります。小型特殊自動車とは、農

耕作業用トラクター等のことです。

さらに、現行の高齢者講習は、75歳以上の方

は認知機能検査の結果に応じて受講する講習が

分けられます。具体的には、検査結果が第３分

類と判定された方は２時間の合理化講習を、第

２分類と判定された方と第１分類と判定され、

医師の診断の結果、認知症ではないと診断され

た方は、３時間の高度化講習を受講することに

なります。70歳から74歳までの方は、認知機能

検査を受験する必要はなく、合理化講習だけを

受講します。改正法では、この合理化講習と高

度化講習の２種類の高齢者講習をまとめて２時

間程度の講習に一元化されることになります。

また、更新期間に関係なく、75歳以上の方で

信号無視などの一定の交通違反をした場合に受

験しなければならない臨時の認知機能検査の判

定結果が、前回より低下した場合、臨時の高齢

者講習を受講することになりますが、これも先

ほど説明しました高齢者習講習と同じ２時間程

度の講習内容になります。

以上を踏まえ、資料２－１に戻りまして、番

号５と、７から９の普通自動車対応免許を持っ

ている方の高齢者講習手数料は6,450円に統一さ

れ、番号６と10、10から12の自動二輪、原付、

小型特殊自動車などの普通自動車に対応しない

免許しか持っていない方対象の高齢者講習手数

料は2,900円に統一されます。番号13の第２種免

許等の受験資格見直しに係る若年運転者講習の

講習手数料は、新設となります。番号14のチャ

レンジ講習とは、加齢に伴って生じる身体機能

の低下が運転に影響を及ぼしているかどうかを

審査確認するためのテストであり、また、これ

に合格した方が受講する番号15の特定任意高齢

者講習もありますが、いずれも改正法によって

廃止されます。

資料２に戻りまして、項目２（２）キの条例

本文等の字句の訂正ですが、現行では、運転免

許を取得する際に受ける運転技能検査の手数料

を運転技能検査手数料と規定していましたが、

これを検査手数料と訂正するものです。

本条例の施行予定日は、本年５月13日です。

○時任生活安全部長 それでは、銃砲刀剣類所

持等取締法関係について御説明します。

資料２の３（１）に条例を改正する理由を記

載しております。

本年１月に総務省が所管する地方公共団体の

手数料の標準に関する政令が改正されたことか
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ら、これを準拠としている本県の手数料等につ

いても、改正する必要が生じたためであります。

この地方公共団体の手数料の標準に関する政

令につきましては、平成10年の閣議で決定され

た地方分権推進計画で、原則３年ごとに見直す

こととされております。前回は、平成29年度に

見直しがなされ、これを受け、本県においては、

平成30年３月に銃砲刀剣類所持等取締法に関す

る猟銃等の所持許可証の再交付手数料等の手数

料に関する条例の一部改正を行っております。

本来であれば、令和２年度に手数料の見直し

が行われるところでありますが、新型コロナウ

イルス感染症対応のため、令和３年度に国にお

いて見直しされたところです。

今回の改正は、先ほど申し上げましたとおり、

標準令の３年ごとの定期見直しが行われたこと

による改正であり、知事部局を含めた本県にお

ける許認可に係る各種手数料等が改正されます。

警察関係では、３（２）にありますとおり、

銃砲刀剣類所持等取締法に関する猟銃等の所持

許可証の書換え手数料が減額されます。

現行の書換え手数料1,800円につきましては、

平成12年に改正された金額です。

今回の見直しにおいては、公務員給与が下がっ

たことにより積算基礎となる人件費単価が、平

成12年当時と比較して減少したほか、申請書の

記載内容などの審査に係る経費が減少したこと

から、所持許可証の書換えにかかる経費が全体

として減少したためです。

手数料の金額は、国が改正した地方公共団体

の手数料の標準に関する政令に示された手数料

と同額であります。

本条例の施行予定日は本年４月１日です。

○重松委員長 執行部の説明が終了しました。

議案等について質疑はございませんか。

○満行委員 人件費の予算が３億1,755万円の減

ということで、これは令和４年度の退職者の見

込みが定年退職者42名、早期退職者35名で、今

年度よりも退職者が少なくなることに伴い、退

職手当が減るということだったんですが、令和

３年度の退職者の見込みは何人なのでしょうか。

○三原警務課長 令和３年度の退職者の見込み

は77名であります。

その内訳は、希望退職者８名、定年退職者42

名、自己都合等による退職者27名と計算してお

ります。

○満行委員 令和４年度の見込みですよね。

○三原警務課長 令和４年度の見込みです。

○満行委員 確認したいのは、令和３年度の退

職者の見込みです。

○三原警務課長 令和３年度は、定年退職者が53

名、早期退職者が２月１日現在で24名、希望勧

奨退職予定者が５名で、計82名の退職を予定し

ております。

○満行委員 退職者が減る見込みということで、

人件費も落ちているのだと思いますけれども…

…。警察署建替調査事業については、知事も都

城警察署においでになるということで伺ってい

ます。ありがとうございます。

また、運転免許証ＩＣカード化運営事業です

けれども、進捗状況を教えてください。

○戸松運転免許課長 運転免許証ＩＣカード化

運営事業について、運転免許証には既にＩＣチッ

プが埋め込まれていて、これを発行するもので

す。発行する機械、消耗品、免許証の台紙とか

に係る予算でございます。

○満行委員 運転免許証は全部ＩＣカードに替

わっているということでしょうか。

○戸松運転免許課長 はい。全てＩＣチップの

入った運転免許証です。



- 10 -

令和４年３月８日(火)

○満行委員 信号機を新たに６か所設置予定と

聞いたんですけれども、要望が相当強いと思う

んですが、その中で担当課として信号機の設置

が必要と思われる箇所を教えてください。

○宇都宮交通規制課長 信号機は、令和４年度

当初予算で６基、令和３年度の補正予算で２基

を予定しておりまして、合計８基になっており

ます。設置場所につきましては、警察署からの

要望等を考慮しながら、規制管理は慎重に検討

しております。公安委員会の意思決定とかが必

要となりますので、場所はまだ公表しておりま

せん。

○満行委員 担当課として信号機の設置が必要

と認めている箇所はどのぐらいありますか。

○宇都宮交通規制課長 令和４年度当初予算で

設置予定の６か所は最低でも必要だと考えてお

ります。

○満行委員 地元や各警察署からの要望は相当

あると思うんですよね、６か所は必要だと思う

んですけれども、担当課は何十、何百か所必要

と、お考えじゃないのかなと思って質問したん

ですけれども、その点はどうでしょうか。

○宇都宮交通規制課長 信号機の設置指針とい

うのがございまして、信号の設置場所や設置位

置、道路の環境などの設置条件に該当するか、

この辺が問題になってくるわけですけれども、

そういった条件を考慮しますと、今年度設置で

きるのは６基と判断しました。

○満行委員 住民からの信号機設置の要望は、

相当強くて、我々もよく現場に行って確認する

んですけれども、確かに交差点の改良とかが必

要なところがたくさんあろうと思います。どこ

に設置するかについては、今の道路の形状じゃ

難しいとか、いろいろ条件があるのは分かるん

ですけれども、今年度は補正で２件やっていた

だいているので、ぜひ、地元の要望が強いとこ

ろを優先的に整備していただきたいと要望しま

す。よろしくお願いいたします。

○井本委員 交通信号機の設置は国庫補助事業

だと思っていたんだけれども、今は全て県単独

事業になっているんですか。

○宇都宮交通規制課長 国庫補助事業の対象と

なる場所等は決められております。それ以外の

場所に信号機を設置しなければならないという

ときには、県単独事業として設置しております。

○井本委員 それでは、今度の県単独事業で設

置する場所は、国庫補助事業の対象にならない

場所だということですね。分かりました。

○徳重委員 歳出予算説明資料516ページの新た

な時代に対応する警察通信指令システム整備事

業２億9,000万円強の予算がついているんです

が、これはどういうシステムなのか。どこも同

じようなシステムにされているのかを確認した

いと思います。

○時任生活安全部長 現在の通信指令システム

の主な機能は、例えば、携帯電話とか加入電話

で110番通報された方のその位置を画面に表示す

るシステムやパトカーの現在地を地図に表示す

るといった機能がついております。システムは

全てリースで、今までは６年リースでしたが、

今回、予算をつけてもらいまして、今年の３月

から７年リースに変えたところであります。

今回の新たな機能につきましては、今後発生

が予想される南海トラフ地震とか、集中豪雨等

の自然災害に伴う110番の集中など、多様化・ス

ピード化する警察事情に対応するために、災害

対策機能をさらに強化するものです。

具体的には、110番通信指令台が５台あるんで

すけれども、これを７台に増やしたり、あるい

は警察署と警察本部の通信回線は有線なんです
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けれども、災害等により有線が切れた場合に備

えて、無線でも通信ができるようにします。

また、パトカーから現場の状況を映像で送る

んですけれども、現在はドライブレコーダーと

同じで前方の映像しか見られないところ、360度

見える全天球カメラを整備したりしまして、災

害に強い通信指令システムに見直します。

このような取組は、通信指令システムの更新

にあわせて、順次全国でも取り組まれていると

ころであります。

○徳重委員 さらに充実していくという考え方

でいいんですね。

○時任生活安全部長 そのとおりであります。

○徳重委員 信号機は、以前は全部コンクリー

ト柱だったんですかね。いつ頃からこういう形

に変わってこられたんですか。コンクリート柱

で事故があった気がするのですが、もう94％も

替えているので、あと６％であれば、早急に替

えるというような考えはないものですか。

○宇都宮交通規制課長 あと600本ぐらいになる

わけなのですけれども、その中には耐用年数に

達していないものも少しあります。これを全部

一気に替えると、非常に予算がかかります。

そして、更新の時期になったときに、また、

同程度の予算を投じてやらないといけないとい

うことになりますので、計画的に替えるのが一

番いいのではないかと考えております。

○井本委員 警察職員設置に要する経費の21番

目の職員のメンタルヘルスケア支援事業という

のがありますが、職員の中でメンタルダウンす

る人というのはどのくらいいるもんですか。

○三原警務課長 メンタルダウンで体調を崩さ

れる方は、何人かいるんですけれども、令和４

年２月１日現在で、休職者５名のうち３名ほど

がメンタルダウンであります。そのほか、休職

には至りませんが、連続して30日以上勤務され

ていない長期休業者のうち、メンタルダウンし

ている方は、令和２年度が15名ほどで、令和３

年度についても、約15名で推移しているところ

であります。

○井本委員 他県と比べると、その割合は高い

ほうですか、低い、それとも普通。

○三原警務課長 全国の状況が分かる資料はご

ざいませんが、数的にちょっと出し方が違うん

ですけれども、長期休業者のうちメンタルダウ

ンしている方は、令和元年度は全国で1,790名、

そのうち、宮崎県は15名ということで、1,790名

を47で割れば出るんでしょうけれども、正確な

数字ではありませんが。

○井本委員 具体的に、どのようなメンタルケ

アをやっているんでしょうか。

○三原警務課長 本県では、メンタル状況を自

己診断するシステムを導入しており、年に３回

程度診断することとしております。診断は50項

目ぐらいの設問に答えるパソコンでの診断です

けれども、その診断結果につきましては、うち

の保健師と専属の先生に情報共有されるように

なっており、診断結果が悪い方には個別に説明

します。

そして、本人の許可が得られれば、その所属

に行って、組織でその方のメンタルを少しでも

和らげるように対応するような取組が大きなと

ころです。常々、個人面接等をやりまして、メ

ンタルダウンの予兆を幹部が捉えて、それを厚

生課等に報告し、組織で対応するようなシステ

ムを構築しております。

○井本委員 分かりました。専門家がいて、そ

れに対処するということですね。

○三原警務課長 嘱託の先生がおりまして、そ

の先生の診断を受け、また、その先生が部外の
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心療内科等を紹介していくようなシステムを構

築しております。

○井本委員 分かりました。例の交番駐在所を

新築する件、場所は決まっているんですか。

○上平会計課長 ※まだ決まっておりません。

○丸山委員 徳重委員も質問された、新たな時

代に対応する警察通信指令システム整備事業に

ついてお伺いします。

令和３年３月11日に社会の変化に適応するた

めの組織体制の再編整備に係る基本方針という

のが出ているんですが、その中に、ドローン、

ＡＩ等の活用とデジタル化の推進と書いてあり

ますが、そういったものも含めて、新しい時代

に即応したものをやられている、始まったと理

解していいのかを教えていただくとありがたい

と思っているんですけれども。

○髙橋警務部長 通信指令システムについては、

先ほどの生活安全部長の説明のとおり、機能を

充実強化したというものと御理解いただければ

と思います。

また、ＡＩですとかドローンについては、ド

ローン隊みたいな形で、ドローンを操縦できる

職員─ドローンパイロットが国産のかなり大

きめのドローンを使って、おととしですかね、

椎葉村でありました土砂崩れの際、まだ崩れる

かもしれないというところに飛ばして、災害の

状況を見るとか、そういった形でドローンを使っ

ております。

ＡＩにつきましては、例えば統計業務みたい

に繰り返し同じような作業が続く業務は、ＲＰ

Ａというものがございまして、そういうＡＩを

使い、ロボット化して業務を激変し、業務時間

を激減させている、そういった形でＡＩについ

ては使っているところでございます。

○丸山委員 今のは、歳出予算説明資料の中で

いうと、どれに該当するんですか。

○髙橋警務部長 ドローンは去年購入しており

ます。それほどの値段ではないので、今回のそ

の予算では購入しないため、今回の新たな時代

に対応する警察通信指令システム整備事業の中

には含まれていないところです。

○丸山委員 基本方針を出されているものです

から、毎年、新規事業なんかでフォローアップ

して、着実にスキルアップしていっているのか

なという思いがありました。しっかりやられて

いるんだったら、もう少し予算も明示していた

だいたほうが、せっかく基本方針をつくったの

に、その整合性が─基本方針が「絵に描いた

餅」じゃなくて、しっかり実現していって、県

民の治安の向上とかを含めてやっているんだよ

というのを総体的に分かるような形にしても

らったほうがいいと思います。

この前も言いましたが、長期計画や短期計画

とかを立てて、しっかりフォローアップしてい

かないと、予算が出てくるけれども、これは何

のためにやっているのかと、目標が何なのかと

いうのが─多分、基本方針が一番の大きな目

標的な一つの指針だろうと思っているので、こ

れに基づいて予算があるんじゃないのかなとい

うのもあるので、今後は、その辺を工夫してい

ただくと、ありがたいと思っております。

○時任生活安全部長 ただいまの警務部長の説

明で、一つ補足させていただきます。

先ほどは説明しておりませんが、新たな時代

に対応する警察通信指令システム整備事業の中

で、ＡＩを活用したものとしまして、ＳＮＳの

自動分析収集システムというのを導入していま

す。これは、現在のスマートフォンの普及によ

りまして、ツイッターとかフェイスブックなど

※14ページに訂正発言あり
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ＳＮＳに事件、事故の状況とか、災害時におけ

る河川の水位や氾濫状況を撮影した写真とか、

動画が盛んに投稿されております。

報道各社においては、既にこれを活用してお

りますが、警察においても、今回のシステムの

充実の中で、このＳＮＳ自動分析収集システム

を導入しているところであります。

○丸山委員 時代の流れで、ＳＮＳなどのＩＴ

化がすごく進んできていますので、ぜひ、そう

いう活用もしていただきたいと思います。

トヨタの子会社でしたが、サイバー攻撃を受

けてシステムダウンしたことがあったものです

から、サイバー攻撃に対応する人材の育成も、

この基本方針の中に書かれているんですけれど

も、令和４年度を含めて、そういったサイバー

攻撃に対する対応がどのようになっているのか

教えていただくとありがたいと思っております。

○河野警備部長 サイバー攻撃に関しましては、

県警では警備部が主管しておりまして、今回の

歳出予算説明資料では、サイバー攻撃に関して

明記されておりませんけれども、端末装置の使

用料ですとか、研修会とかに参加するための旅

費などで、約100万円を予算措置しております。

○時任生活安全部長 令和４年度歳出予算説明

資料の519ページの34番にサイバー犯罪捜査支援

強化事業1,439万4,000円という予算があります。

これにつきましては、サイバー犯罪捜査を迅

速かつ的確に行うための捜査員の研修の実施、

必要な捜査機材の整備、あるいはサイバー犯罪

被害防止のための広報啓発活動を推進するもの

で1,439万4,000円の予算を計上しております。

捜査員の能力向上につきましては、部内でサ

イバー犯罪捜査検定を実施しており、中級検定、

あるいは部内でも警察庁が実施している上級検

定というのがありまして、昨年度はこの警察庁

が実施する上級検定に３名合格し、現在６名の

上級検定取得者が県警に所属しております。

引き続き、この予算を有効に活用して、捜査

員の捜査能力の向上に努めてまいりたいと思っ

ております。

○丸山委員 サイバー犯罪に関しては、サイバ

ー犯罪する人たちのほうがどんどんスキルアッ

プしていそうな気配を感じますし、日本だけじゃ

なく世界から攻撃されるという話も聞くもので

すから、ぜひ、県警におかれては、サイバー犯

罪にしっかりと対応できる体制をさらに整えて

いただくようお願いしたいと思っております。

○井本委員 警察官を採用するときに、サイバ

ー犯罪に対応する専門の人を採用するようなシ

ステムはあるんですか。

○時任生活安全部長 サイバー犯罪に関しまし

て、高度な情報技術や知識を有する人材の確保

という方策としまして、県警におきましては、

平成31年にサイバー犯罪捜査官を１名採用して

おります。この方は、ＩＴ関連企業、あるいは

システムエンジニアの職歴を有する者で、運用

を開始して、３年ほどたっており、各署の指導

や捜査にしっかり役立っております。

また、今年度から情報工学分野に精通した優

秀な人材の確保を図ろうということで、警察官

の採用枠の中に新たに情報工学枠という警察官

特別採用試験を実施しておりまして、今週１名

採用することとしております。

○丸山委員 人材教育を含めてしっかりと対応

していただき、また、サイバー犯罪については、

宮崎県警だけじゃなく、上層部の警視庁を含め

て各警察本部ともしっかりと情報を連携しなが

ら対応していただかないといけないと思ってお

りますので、よろしくお願いします。

あと、資料１―２の歩行者事故ゼロに向けた
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交通安全対策事業についてお伺いします。

歩行者事故ゼロに近づいてほしいと思ってい

るんですが、資料には横断歩道のカラー舗装、

モデル横断歩道という看板が書いてあるんです

が、このモデル横断歩道の看板は、多分すごい

小さい気がしているもんですから、この看板が

本当に有効的なのかが分からない。

また、この間の補正予算の説明の際にも言い

ましたけれども、横断歩道の50メートル以内に

ひし形の路面標示が２つありますが、あれもな

かなか分かりづらいため、普通に運転すると、

すっと行ってしまうものですから、それもカラ

ーにしたほうがもっと目立つんじゃないかなと

か思ったりするのですが、この看板をつけて本

当に意味があるのかというのは、何かデータ検

証を基にされているもんなんでしょうか。

○河野交通部長 歩行者事故ゼロに向けた交通

安全対策事業、対象として考えているのが、ド

ライバーはもちろんですが、横断歩行者が重要

な対象でして、県内27か所をモデル横断歩道と

して選定しております。大部分が、学校の近く

の横断歩道や横断歩行者が多い横断歩道、過去

に横断歩行者がはねられる事故が発生した横断

歩道等々の観点で選定しておりますが、例えば、

歩行者向けには、このモデル横断歩道の標示を

見ていただくことによって、マナーアップに努

めていただく、あるいは我々警察官が現地で指

導して、歩行者マナーを定着させるといったよ

うなことを考えております。

ひし形の予告標示について、先般の常任委員

会で丸山委員から御指摘がありましたけれども、

今回の予算を積み立てる時点においては、ひし

形の予告標示のことは構想になかったものです

から、この予算はあくまでも横断歩道のカラー

舗装とモデル横断歩道の看板の２つの取組に係

るものになります。

前回、御指摘をいただいて、実現する方法は

ないかどうかを現在検討しているところです。

○丸山委員 私の地元の小林警察署管内の野尻

地区で、横断歩道を渡ろうとした方がいて、そ

の前に止まった車が後の車に追突されて、その

反動で横断中に亡くなられた方がいました。前

の止まった車はいいのですが、後の車が、恐ら

く横断歩道があるという認識がなかったがため

に、ぶつかったのではないかと想像するもので

すから、この先に横断歩道がありますよという

のが分かるように早くちゃんと標示し、運転さ

れる方々に認知していただかないと、前の車は

止まっても後の車がどんと来る、今回と同じよ

うな事故が起きる可能性があると思います。

50メートル先に横断歩道があるという標示を

もっと見やすく、色も白だけじゃ分かりづらかっ

たりしますが、緑が入ると横断歩道もとても分

かりやすくなる気がするものですから、そういっ

た工夫をしていただくとありがたいと思います。

あと、横断歩道を渡る方のマナーアップとい

うようなこと、前回も言いましたけれども、歩

行者が手を挙げることによって、非常に気づき

やすくなるんですが、子供たちは手を挙げるか

もしれませんが、大人になるとほとんど手を挙

げることはしないので、なかなか気づきづらい

というのがあるものですから、このマナーアッ

プ向上も含めて対策していただけるとありがた

いと思いました。

○上平会計課長 先ほど井本委員の質疑に対す

る説明で訂正があります。令和４年度の交番駐

在所の新築予定につきましては、高岡警察署の

木脇駐在所、この１施設を移転建て替えする予

定でありますので、訂正いたします。

○山下副委員長 決算特別委員会の指摘要望事
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項に係る対応状況の15ページ、高齢者のための

交通安全対策についてお伺いします。

4,287名が運転免許証を自主返納したと報告が

あったと思うんですけれども、年齢的に幾つぐ

らいの方からの返納が多いものですか。

○戸松運転免許課長 運転免許証の自主返納で

ありますけれども、4,287名というのは、ほとん

どが65歳以上の方でございます。65歳以上の方

が4,287名、75歳未満の方が1,190名、75歳から85

歳未満の方が1,931名、85歳以上の方が1,166名

ということで、65歳以上のどの年齢の方も自主

返納されているという状況です。

○山下副委員長 それと併せて御説明がありま

した複数事故経験者が1,180名、このうち10名し

か返納がないということで、この率が非常に低

いなと思って。この人たちは、なるだけ早く返

納したほうがいい人ではないかと思ったもので

すから。返納された10名は、高齢運転者宅を訪

問して、警察官のお話を聞いて、もうそれなら

返納しますということで返納されたのか、お伺

いしたいと思います。

○河野交通部長 警察官がそれぞれの御家庭に

訪問させていただきまして、御本人、あるいは

御家族の方も交えてお話をさせていただいて、

その過程で、返納したほうがいいかなと思って

返納していただいた方が現時点で10名いらっ

しゃいます。

危険な運転が生じないよう、引き続き助言、

指導などのフォローアップをやっていこうと考

えているところです。

○山下副委員長 我々の地域でも、年配の人で、

安全運転なのはいいんですけれども、時速30～40

キロメートルぐらいでのろのろと走られると、

この人は運転免許を返したほうがいいのになと

思うような人が見受けられます。 ぜひ、そう

いう作戦をしていただいて、一日も早く返納さ

れたほうが、そういう人は横を見るのが遅れて

飛び出しもするので。

それで、安全運転をしている人たちもちょっ

と危険な目に遭うものですから、ぜひ、そうい

うようなことをやっていただいたほうがいいの

かなと思います。よろしくお願いします。

○丸山委員 資料２―３について確認させてい

ただこうと思いますが、更新時に一定の違反歴

ありの一定というのはどれくらいなのか。

また、それはどういった形で本人に通知が行

くのか。例えば、交通安全協会に入っていれば、

更新ですよねというはがきが届くんですけれど

も、そういったものが届くという認識でよろし

いんでしょうか。

○戸松運転免許課長 運転技能検査の一定の違

反というのは、警察庁で定めて示されているん

ですけれども、信号無視や通行区分違反、速度

超過など16種類の違反を選定しております。

主なものとしては、今申し上げた３つのほか、

横断歩行者妨害や携帯電話の使用保持とかも

入っております。

あと、通知に関しましては、運転技能検査も

講習も認知機能検査もですけれども、それぞれ

の該当者に通知が行くようになっております。

○丸山委員 １回でも違反とかがあると該当す

るのか、それとも２回、３回違反とかしないと

該当しないのかというのも説明していただくと

ありがたいと思います。

○戸松運転免許課長 そのとおりです。１回で

も違反があれば該当することになります。

○丸山委員 その次の運転技能検査はどれぐら

い合格率といいますか、合格率というのも想定

されているものなんでしょうか。

○戸松運転免許課長 これは、実際やってみな
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いと分からないというところもあるんですけれ

ども、警察署で試験的にやった結果、約８割の

方が合格されており、２割の方が不合格でした。

ただ、この技能検査は、何回でも受験可能と

いうことになりますので、合格するまで受けら

れる方も想定されるところであります。

○丸山委員 高齢の方々の運転での事故を減ら

す新たな制度ですので、周知を徹底していただ

いて、しっかりと制度が機能するようにしてい

ただくようお願いしたいと思っております。

○宇都宮交通規制課長 徳重委員からの信号機

柱の鋼管柱化に関する御質問の中で、信号機の

鋼管柱化は、はっきりした年代は分かりません

でしたが、平成の初期から鋼管柱化が始まって

おります。残りのコンクリート柱につきまして

は、令和10年度までには全て鋼管柱化する計画

を立てております。

それから、もう一点、先ほど井本委員から今

年度の信号機関係の御質問がありましたが、そ

の補足説明をさせていただきます。当初予算で

の６基の信号機につきましては、県単独事業で

２基、それから、国庫補助事業で４基の計６基

となっております。

○井本委員 歳出予算説明資料519ページの２、

信号機新設の予算は約６億円なんですが、これ

は何基分、これは県単独事業の分だけですか。

○宇都宮交通規制課長 信号機新設、道路標識

及び道路標示等整備費に関しましては、県単独

事業の分ということです。

○井本委員 そうすると２基分だけ入っている

るということですか。４基でしたか。

○宇都宮交通規制課長 そのとおりです。

○徳重委員 鋼管柱とコンクリート柱はどちら

が強いんですか。

○宇都宮交通規制課長 鋼管柱のほうが強いで

す。

○徳重委員 今までコンクリート柱の事故とか

が何回かあったものでしょうか。

○宇都宮交通規制課長 倒壊等の事故というこ

とだと思いますけれども、県内では発生してお

りません。

ただ、今後、地震等の災害が予想される中で、

コンクリート柱は、ぽきっと折れてしまいます

が、鋼管柱は鋼製ですので、曲がったりするこ

とはありますが、地盤が基礎から揺らがないこ

とには、完全な倒壊まではなかなかいかないと

いうことで、鋼管柱化を計画しております。

○丸山委員 警察署建替調査事業については、

早めにお願いしたいと思っているのですが、確

認で、基本方針を見てみますと、高岡警察署は

水害に浸かるから指定したいとか、都城警察署

及び日南警察署については、それぞれ全国で１

番、２番目に古い警察署であり、いずれも老朽

化が著しいから整備の検討を早急に進めていく

ということが基本方針に書いてあります。

都城警察署は話が出てきましたが、日南警察

署は、全然話が出てきていないんですが、基本

方針に書いてあるのであれば、基本計画に基づ

いて早めに調査すべきではないのかなと思って

いるんですが、いかがなものなんでしょうか。

○上平会計課長 委員のおっしゃるとおり、整

備方針等もありますし、老朽化していることも

ありますので、今まで行っていた対応をしっか

りやっていくということであります。

○丸山委員 繰り返しになりますが、基本方針

でここまで書いてあるのであれば、もうちょっ

と具現化していただくような形を今後とって

いったほうが、将来的には日南警察署もあるん

だよという認識をして─本会議でも徳重委員

から都城警察署の建て替えをもっと前倒しして
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いくべきじゃないのかという話もあったもので

すから、それについて、もうちょっと検討をし

てほしいなという気持ちも込めて、この基本方

針は「絵に描いた餅」ではないということをしっ

かりやっていただきたいという思いでの質問と

思っていただければありがたいと思います。

○上平会計課長 整備方針というのがいろいろ

ありまして、例えば、地域住民の利便性の向上

や災害・事件に強い体制の構築だとか、６項目

ほどを柱とした整備方針を立てております。

また、県有建物長寿命化指針というのがあり

まして、新しく建てる庁舎は、使用年数の目標

が88年というのもありますので、県民の方が相

談しやすい、利用しやすい施設を早めに造りた

いということで、今後も頑張っていきたいと考

えております。

○丸山委員 財政状況とか整備計画がなかなか

簡単ではないのは分かっているんですけれども、

国としても基本方針まで書いてあるということ

は、それぞれもう古いという認識はされている

ので更新、できれば修理をしながら、長寿命化

していくことは必要なことかもしれませんけれ

ども、必要なものに関しては、しっかりと財政

当局ともしっかりとタイアップ、協議していた

だくようにお願いしたいと思っております。

○上平会計課長 警察といたしましても、今後、

日南警察署に関しましても、警察署としての機

能維持に努めながら、しっかり警察施設の方向

性を示して、基本方針に基づいて整備の検討を

進めてまいりたいと考えております。

○満行委員 ３つほど質問します。

装備費の中に交通取締専従員等の特殊被服購

入費というのがあるんですけれども、警察職員

設置に要する経費にも警察官等の被服購入費と

あるのですが、この特殊被服というのは、どん

なものなのか。

また、交通取締専従員等と書いてありますけ

れども、この範囲も教えてください。

○上平会計課長 交通取締専従員等の特殊被服

購入費は、交通機動隊員とか高速隊員だとか、

各警察署の交通課員等の交通取締りを専従とす

る警察官に対する被服等貸与品とか、支給品を

購入する経費であります。

○満行委員 ここで、被服を特出ししているの

は、何か特別な被服だからですか。どういう特

殊被服なのかということを聞いているんですが。

○上平会計課長 交通機動隊の白バイの制服警

察官の被服になりますので、特殊な被服である

ということで特出しさせていただいております。

○満行委員 色が違いますよね、通常の交通課

の皆さんとは。そういうことで、ここだけ違う

ということですか。分かりました。

空港警備派出所事務室管理事業費も特出しさ

れてますが、これも国庫補助が違うとか、何か

理由があって特出しされているのでしょうか。

○上平会計課長 空港警備派出所事務室の管理

事業費につきましては、宮崎空港ビルから借り

ている空港警備派出所事務所の賃借料として、

予算を計上しております。

○満行委員 600万円、ちょっとこれすごいお金

ですね。了解です。

最後に、歳出予算説明資料519ページ、32番の

警察無線システム高度化整備事業と36番のデジ

タル写真集中印刷処理事業について、どういう

事業か簡単に教えてください。

○時任生活安全部長 警察無線システム高度化

整備事業につきましては、警察の無線機が２種

類ありまして、一つは県内系無線機で、警察署

が違っても県内一円で無線通話ができる、パト

カーとかに使われる無線機です。
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もう一つは、所轄系無線機といいまして、警

察署内で使用する無線機です。所轄系無線機は、

アンテナがそんなに高くないもんですから、無

線の不感地帯を解消するため、県内の各警察署

に分散の無線局、アンテナをつけているんです

けれども、それの回線、通信に関する経費がこ

の警察無線システム高度化整備事業になります。

○中川刑事部長 デジタル写真集中印刷処理事

業につきましては、事件等の際には、デジタル

カメラで現場の写真撮影をしております。その

写真が改ざん等されないようにデジタル化して、

書き切り型─複写されないようにしておりま

すけれども、それを小型プリンターで一々やっ

ているとコストがかかるもんですから、本部の

鑑識課に大型プリンターを投入して、このプリ

ンターで一括しており、そこの写真の用紙や記

録媒体、ＳＤカードみたいな記録媒体、こういっ

たものの購入費用として計上しております。

○戸松運転免許課長 一点、補足で説明させて

ください。

先ほど丸山委員の御質問の中にありました、

運転技能検査の更新通知の関係で、交通安全協

会から通知が行くということで触れられたんで

すが、これは県費予算でやっております。

○丸山委員 交番駐在所の改築が一部あってい

ますが、以前、北川町とか小林市の交番を見た

ときに、2,000～3,000万円ぐらいかかったと記

憶しているのですが、１件は分かったんですけ

れども、計画上、改築はほかにもあるというこ

とでいいんですよね。４件か５件あるんじゃな

いかなと思ったんですけれども。

○上平会計課長 交番駐在所の建て替えについ

ては、毎年度、順次計画的にやっておりまして、

令和４年度は木脇駐在所１施設を予定しており

ます。費用的には4,500万円ぐらい、１施設当た

り4,000～4,500万円ぐらいかかると考えており

ます。

交番駐在所の新築費として約１億円計上して

おりますが、起債対象事業、その他庁舎新築費、

用地購入費、交番駐在所の借家料だとかを含め

て１億220万円ということです。

○丸山委員 あと関連して、一般質問等でも質

疑のありました交番の再編について、議論がど

の辺りまで進んでいるのか、特に高千穂町では

交番を残してほしいという要望もあり、その後、

地域住民との話し合いもしっかりしていきます

ということだったんですが、４月１日以降、具

体的にはどういうふうに進められるのかが分

かっていれば教えていただきたいと思います。

○三原警務課長 交番駐在所の統廃合につきま

しては、これまで警察署等において地域住民へ

の説明を進めておりまして、既に理解が得られ

た地域もございます。

しかしながら、これまで議員等から御指摘い

ただいたとおり、一部の住民の方々から反対意

見を付した要望書等を提出されるなど、理解を

得たとは言いがたい地域もございます。

これらの地域の皆様方には、現在も説明を継

続しながら、今後どうするかということを説明

というか、協議という形で進めさせていただい

ているところであります。

その理解が得られた地域につきましては、我

々のこの春の定期異動に合わせて統廃合できる

のであれば、４月１日の定期異動に合わせて統

廃合したほうが合理的であるというだけであり

まして、先ほども申したとおり、統廃合への理

解が得られていない地域住民の方々と協議を進

めながら、４月１日という日にちありきではな

くて、地域住民の皆様の理解が得られ次第、適

切な時期に統廃合する、もしくは統廃合の決定
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前に試行という形をとらせていただくなどして、

丁寧に進めてまいりたいと考えております。

○丸山委員 言われるように、丁寧に説明して

いただいて、地域住民が不安にならないように

しっかりと対応していただくようお願いします。

○重松委員長 議案の質疑はよろしいですか。

最後にその他で何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 それでは、以上をもって、警察

本部を終了いたします。

暫時休憩いたします。

午前11時40分休憩

午後０時58分再開

○重松委員長 委員会を再開いたします。

本委員会に付託されました議案等について、

企業局長の概要説明を求めます。

○井手企業局長 企業局でございます。どうぞ

よろしくお願いいたします。

説明に入ります前に、まず、御報告を２点さ

せていただきます。

まず、今議会の代表質問への答弁でも述べさ

せていただきましたが、昨年11月、国に対して

行っておりました綾第二発電所のＦＩＴの申請

につきましては、このたび認定を受けたところ

であります。今後は、計画的に発電所等の改修

工事を進め、将来にわたる電力の安定供給と収

益確保を図ってまいります。

２点目は、今回お配りしています資料の表紙

を御覧いただきたいと思いますけれども、本年

度決定した企業局のロゴマーク及びキャッチコ

ピーを下段に掲載しております。

企業局では、昨年７月にキャッチコピー「ひ

なたの恵みで新たな未来」を決定し、その後８

月から３か月間ロゴマークの一般公募を行いま

した。全国から544件の応募をいただき、審査の

結果、このロゴマークに決定したところです。

企業局といたしましては、このロゴマークを

活用しながら、企業局の水力発電等の取組を広

く県民にＰＲするとともに、ゼロカーボン社会

づくりに向けた機運の醸成を図ってまいりたい

と考えておりますので、引き続き、御理解と御

協力をよろしくお願いいたします。

それでは、内容の説明に入ります。資料をめ

くっていただきまして、目次を御覧ください。

今回、予算議案といたしましては、３の提出

議案のところでございますが、議案第17号「令

和４年度宮崎県公営企業会計（電気事業）予算」、

議案第18号「令和４年度宮崎県公営企業会計（工

業用水道事業）予算」、議案第19号「令和４年度

宮崎県公営企業会計（地域振興事業）予算」の

３件を提出しております。

私からは、予算議案の概要について御説明さ

せていただきます。

なお、目次に議案書の該当ページを記載して

おりますが、説明につきましては全てこの資料

によって行わせていただきたいと思います。

資料の１ページをお開きください。

１の令和４年度宮崎県公営企業会計当初予算

案のポイントでございます。

令和４年度当初予算につきましては、企業局

の経営指針の企業局経営ビジョンや企業局を取

り巻く社会状況の変化等を踏まえ、３つの大き

な柱を定めて、予算編成をしたところです。

１つ目は、（１）将来に向けた安定経営のため

の基盤整備であります。これは、老朽化した施

設・設備の計画的な更新・改修を行うことによ

り、将来にわたって安定的に経営を行うための

基盤を整備するものであります。

２つ目が、（２）経営環境の変化への的確な対
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応でありまして、電力システム改革、ゼロカー

ボン社会づくり、頻発しております自然災害な

ど、企業局を取り巻く経営環境の変化に的確に

対応しようとするものであります。

３つ目が、（３）地域貢献に資する取組の推進

であります。局の設置理念に基づき、地域貢献

に資する取組を積極的に推進しようとするもの

であります。

２ページを御覧ください。

２の令和４年度宮崎県公営企業会計当初予算

案の概要でございます。

まず、（１）電気事業につきましては、業務の

予定量でありますが、年間供給電力量は４

億9,705万8,000キロワットアワーで、収益的収

支の収支残は、この表の中、黒枠で囲んでいる

マイナス１億6,491万8,000円です。令和３年度

に引き続き収支残がマイナスになっております

が、これは現在工事を進めている渡川発電所大

規模改良事業に伴う発電停止などによる料金収

入の減を見込んでいることなどによるものであ

ります。今後、綾第二発電所大規模改良事業と

合わせて、令和６年度までは赤字が続く見込み

となっております。

（２）の工業用水道事業につきましては、年

間総給水量は3,583万5,700立方メートルで、同

じく太枠で囲んだところ、収益的収支の収支残

はマイナス5,373万3,000円としております。こ

ちらにつきましても、令和３年度から引き続き

収支残がマイナスになっておりますが、これは、

老朽化した施設の点検及び耐震診断などの委託

費等によるものであります。

（３）地域振興事業につきましては、年間施

設利用者数は３万1,500人としており、収益的収

支の収支残は220万1,000円としております。

なお、詳細につきましては、総務課長から説

明させますので、御審議のほど、よろしくお願

いいたします。

○重松委員長 企業局長の概要説明が終了いた

しました。

それでは、引き続き議案の審査を行いますが、

歳出予算の説明については、重点事業、新規事

業を中心に簡潔明瞭に説明をお願いいたします。

それでは、議案に関する説明を求めます。

なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

○松野総務課長 常任委員会資料の３ページを

お開きください。

議案第17号「令和４年度宮崎県公営企業会計

（電気事業）予算」であります。

（１）の業務の予定量でありますが、年間供

給電力量は、過去15年間の平均を基に、４億9,705

万8,000キロワットアワーとしております。

（２）の収益的収入及び支出でありますが、

これは当該年度の経済活動に伴い発生する収益

と費用の見込みを示すものであります。

表の太枠の令和４年度当初予算の縦の列を御

覧ください。

事業収益は49億3,608万8,000円、このうち、

営業収益は45億1,070万8,000円で、主なものは、

九州電力株式会社との基本契約に基づく売電に

よる電力料であります。附帯事業収益は8,350

万3,000円で、主なものは、小水力発電と太陽光

発電の電力料であります。財務収益は２億4,938

万円で、受取配当金や受取利息などであります。

営業外収益は9,249万7,000円で、長期前受金戻

入などであります。

続きまして、事業費は51億100万6,000円、こ

のうち、営業費用は46億916万円で、主なものは、

職員給与費や減価償却費であります。

なお、固定資産除却費が前年度より３億9,764
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万9,000円の減となっておりますが、これは渡川

発電所大規模改良事業に係る除却費の減などに

よるものであります。

附帯事業費用は7,067万4,000円で、小水力発

電や太陽光発電に係る費用です。財務費用

は1,362万5,000円で、企業債などの支払利息で

あります。営業外費用は３億5,754万7,000円で、

消費税及び地方消費税納付額などであります。

この結果、事業収益から事業費を引いた収支

残は、マイナス１億6,491万8,000円となります。

なお、決算時において欠損金が生じた場合は、

これまで積み立ててきた剰余金で補塡すること

としております。

４ページを御覧ください。

（３）の資本的収入及び支出でありますが、

これは事業を長期間にわたって実施する上で必

要となる施設や設備を取得することなどに係る

収入と支出の見込みを示すものであります。

表の太枠の令和４年度当初予算の縦の列を御

覧ください。

資本的収入は8,061万5,000円、このうち、１

つ下の工事負担金は963万2,000円で、前年度よ

り１億1,035万9,000円の減となっておりますが、

これは庁舎改修工事等に伴う工事負担金の減に

よるものであります。

２つ下の貸付金返還金は6,996万7,000円で、

工業用水道事業会計及び地域振興事業会計から

の返還金であります。

資本的支出は31億1,243万5,000円、このうち、

１つ下の建設改良費は28億424万1,000円で、前

年度より13億9,770万3,000円の減となっており

ますが、これは渡川発電所大規模改良事業に係

る建設改良費の減などによるものであります。

なお、その２つ下の繰出金は、令和２年度か

ら令和３年度までの２か年の宮崎県国民スポー

ツ大会・全国障害者スポーツ大会開催基金に係

る一般会計への繰り出しが終了しましたことか

ら、前年度から10億円の減となっております。

この結果、資本的収入から資本的支出を引い

た収支残は、マイナス30億3,182万円となります

が、不足額は、米印に記載しているとおり、積

立金等により補塡することとしております。

（４）の継続費でありますが、継続費とは、

履行期間が複数年にまたがる事業の予算につい

て、その経費の総額及び年割額を定めるもので、

令和４年度から新たに２つの継続費の設定をお

願いしております。

まず、田代八重発電所自動制御装置更新及び

水車発電機精密点検工事であります。

後ほど主な新規・重点事業でも御説明します

が、これは老朽化が見られることなどから自動

制御装置を更新するとともに、水車発電機の精

密点検を行うものです。令和４年度は、新たに

設置する自動制御装置の設計などを行い、令和

５年度に既存設備の除却と新たな設備の設置工

事を行うとともに、水車発電機の精密点検を行

うこととしております。このうち、既存設備の

除却及び水車発電機の精密点検に係る費用を、

アの営業費用に計上し、新しい設備の設置に係

る費用を、イの建設改良費に計上しております。

継続費の金額につきましては、アの営業費用

として、令和５年度に２億309万6,000円、イの

建設改良費として、令和４年度に5,500万円、５

年度に２億5,463万2,000円を計上しております。

次に、石河内第一発電所設置型計器用変圧器

取替工事でありますが、これは設置後45年を経

過した接地型計器用変圧器を更新するものであ

ります。令和４年度に新たに設置する機器の設

計を行い、令和５年度に既存設備の除却と新た

な設備の設置工事を行うこととしております。
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このうち、既存設備の除却に係る費用をアの営

業費用に計上し、新しい設備の設置に係る費用

をイの建設改良費に計上しております。

継続費の金額につきましては、アの営業費用

として、令和５年度に322万9,000円、イの建設

改良費として、令和４年度に242万円、５年度

に2,243万8,000円を計上しております。

次に、５ページをお開きください。

議案第18号「令和４年度宮崎県公営企業会計

（工業用水道事業）予算」であります。

（１）の業務の予定量でありますが、給水事

業所数は14社で、年間総給水量は3,583万5,700

立方メートルとしております。

（２）の収益的収入及び支出でありますが、

表の太枠の令和４年度当初予算の縦の列を御覧

ください。

事業収益は３億6,622万5,000円、このうち、

営業収益は３億3,047万8,000円で、主なものは

給水収益であります。

なお、給水収益が前年度より3,155万6,000円

の減となっておりますが、これは平成30年度か

ら行っていた日向市への臨時的な給水が令和３

年度までで終了したことなどによるものであり

ます。

営業外収益は3,574万7,000円で、受取利息な

どであります。事業費は４億1,995万8,000円、

このうち、営業費用は４億94万1,000円で、減価

償却費や委託費などであります。営業外費用

は1,301万7,000円で、主なものは消費税及び地

方消費税納付額であります。

この結果、事業収益から事業費を引いた収支

残はマイナス5,373万3,000円となります。

なお、決算時において欠損金が生じた場合に

は、これまで積み立ててきた剰余金で補塡する

こととしております。

６ページを御覧ください。

（３）の資本的収入及び支出でありますが、

表の太枠の令和４年度当初予算の縦の列を御覧

ください。

資本的収入はございません。資本的支出

は8,733万3,000円、このうち、建設改良費は1,587

万8,000円で、令和３年度に比べ2,000万8,000円

の減となっておりますが、これは令和３年度に

実施しておりました直流電源装置取替工事が終

了したことなどによるものであります。

企業債償還金の145万5,000円は、企業債の元

金償還であり、借入金償還金の6,000万円は、電

気事業会計への元金償還であります。

この結果、資本的収入から資本的支出を引い

た支出残は、マイナス8,733万3,000円となりま

すが、米印に記載しておりますとおり、積立金

等で補塡することとしております。

７ページをお開きください。

議案第19号「令和４年度宮崎県公営企業会計

（地域振興事業）予算」であります。

（１）の業務の予定量でありますが、年間施

設利用者数は、第４期指定管理期間の設定目標

であります３万1,500人としております。

（２）の収益的収入及び支出でありますが、

表の太枠の令和４年度当初予算の縦の列を御覧

ください。

事業収益は2,153万1,000円、このうち、営業

収益は1,976万4,000円で、主なものは指定管理

者からの納付金である施設利用料であります。

営業外収益は176万7,000円で、主なものは受

取利息であります。

事業費は1,933万円、このうち、営業費用

は1,706万5,000円で、主なものは減価償却費で

あります。営業外費用は146万5,000円で、主な

ものは消費税及び地方消費税納付額であります。



- 23 -

令和４年３月８日(火)

この結果、事業収益から事業費を引いた収支

残は220万1,000円となります。

８ページを御覧ください。

（３）の資本的収入及び支出でありますが、

表の太枠の令和４年度当初予算の縦の列を御覧

ください。

資本的収入はございません。資本的支出

は1,659万1,000円、このうち、建設改良費は362

万3,000円で、コース管理に必要な備品の更新費

用であります。借入金償還金の996万8,000円は、

電気事業会計への元金償還であります。

この結果、資本的収入から資本的支出を引い

た収支残は、マイナス1,659万1,000円となりま

すが、米印に記載しておりますとおり、過年度

分損益勘定留保資金などにより補塡することと

しております。

それでは、９ページをお開きください。

４の主な新規・重点事業であります。

まず、渡川発電所大規模改良事業であります。

この事業は、運用開始から60年以上が経過し

た渡川発電所の機器等の更新などを行うもので

ありまして、平成29年度から令和４年度までの

期間で実施しているところであります。

２の事業の概要の（１）の予算額にあります

とおり、令和４年度の予算額は９億9,786万5,000

円で、（３）の事業内容にありますとおり、２号

水車発電機の据付け等を行うこととしておりま

す。

10ページを御覧ください。

綾第二発電所大規模改良事業であります。こ

の事業は、同じく老朽化が進んでおります綾第

二発電所の機器等の更新などを行うものであり

まして、令和元年度から７年度までの期間で事

業を実施しているところであります。

２の事業の概要の（１）の予算額にあります

とおり、令和４年度の予算額は９億841万3,000

円で、（３）の事業内容にありますとおり、発電

所更新工事や工事用土木設備工事に係る設計を

行うこととしております。

11ページをお開きください。

総合監視制御システム一部更新工事でありま

す。この事業は、各発電所や工業用水道施設の

遠隔監視制御を行う総合監視制御システムにつ

いて、設置後８年を経過し、システムの信頼性

低下が懸念されることから、ハードウエアの更

新等を行うものでありまして、令和３年度から

４年度までの期間で事業を実施しているところ

であります。

２の事業の概要の（１）の予算額にあります

とおり、令和４年度の予算額は２億5,879万7,000

円で、（３）の事業内容にありますとおり、発電

所等の状態を表示する総合監視盤や、発電や給

水に係る機器の制御をする監視操作卓、各種サ

ーバの更新を行うこととしております。

12ページを御覧ください。

新規事業の田代八重発電所自動制御装置更新

及び水車発電機精密点検工事であります。この

事業は、設置後22年を経過し、老朽化に加え、

補修部品の入手も困難となっている自動制御装

置の更新を行うとともに、前回の点検から12年

が経過した水車発電機の精密点検を行うもので

ありまして、令和４年度から５年度までの期間

で事業を実施することとしております。

２の事業の概要の（１）の予算額にあります

とおり、令和４年度の予算額は5,500万円で（３）

の事業内容にありますとおり、発電に係る機器

の総合的な運転制御を行う自動制御装置の詳細

設計や機器の工場製作及び部品発注の調達調整

を行うこととしております。

13ページをお開きください。
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新規事業の企業局ゼロカーボンＰＲ事業であ

ります。この事業は、県が第四次宮崎県環境基

本計画の重点プロジェクトに掲げる2050年ゼロ

カーボン社会づくりに合わせて、企業局の水力

発電等の取組を広く県民にＰＲするとともに、

局の公用車に電気自動車を追加導入し、各種イ

ベントで電力供給の実演を行うなど、啓発に努

めるものであります。

２の事業の概要の（１）の予算額にあります

とおり、予算額は1,495万1,000円で、（３）の事

業内容にありますとおり、ロゴマーク等を活用

したＰＲや、電気自動車を導入して啓発活動を

行うこととしております。

14ページを御覧ください。

５のその他の主要事業といたしまして、（１）

の綾第一発電所（南機）水圧鉄管塗装工事など

８つの事業について、その概要を記載しており

ます。

また、参考として、知事部局等への経費支出

予定額を記載しております。多目的ダム管理費

用等、知事部局及び市町村への支出予定額の合

計は11億3,458万5,000円としております。

○重松委員長 執行部の説明が終了いたしまし

たが、議案等について質疑はございませんか。

○山下副委員長 渡川発電所大規模改良事業に

ついて、綾第二発電所は水圧鉄管も交換された

ようですけれども、渡川発電所は替えなくても

ＦＩＴは大丈夫なのですか。

○田原工務管理課長 渡川発電所については、

水圧鉄管の状態を確認しまして、取り替える必

要はないということで、塗装だけやりました。

ＦＩＴの認定につきましては、その取り替え

る範囲によって決まっております。水圧鉄管は

取り替えず、水車発電機とか屋外変電所、そう

いったものだけ替える場合には、既設導水路活

用型区分といいまして、ＦＩＴの単価は、渡川

発電所の場合は14円、綾第二につきましては、

水圧鉄管も替えますので、ＦＩＴの新設区分と

いうことで、単価は20円になります。

○山下副委員長 分かりました。

それだけ単価が変わる場合、替えるのと替え

ないのでは、収支はどうですか。

○田原工務管理課長 基本的にはＦＩＴの単価

は、工事に係る費用、それプラス維持管理に係

る運転費、それに適正な利潤を加味して決まっ

ております。ですから、綾第二発電所の場合、

工事費が渡川発電所に比べますと何倍もかかる

ということで、その分単価が高く、渡川発電所

についても、単価的に収支が合わないといった

ことは全くございません。

○満行委員 委員会資料３ページの財務収益の

受取配当金、受取利息、基金収益は、それなり

の金額が確保されているんですけども、この状

況について教えてください。

○松野総務課長 財務収益についてです。

まず、受取配当金は、九州電力の株式を310

万5,580株保有しておりまして、この配当金が１

億93万1,350円を見込んでおります。

それと、宮崎銀行の株式も8,314株保有してお

りまして、こちらが78万9,830円、それと、太陽

銀行の株式4,400株を保有しておりまして、こち

らが22万円の配当金を予定しております。

次に、受取利息についてでありますけれども、

国債等を保有しておりまして、国債の収益が１

億1,206万8,000円、予定の率としては0.946％ぐ

らいを予定しております。

なお、受取利息の中には、工業用水道事業と

地域振興事業に貸付金をしておりまして、その

利息についても、合計で30万円程度あります。

次に、基金収益は、基金を運用して─債権
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購入しているものでして、これについても3,489

万5,000円を予定しているものです。

○徳重委員 工業用水道事業について、現在14

社ということですが、用水供給量は、まだ余裕

があるんですか。それとも限界なんですかね。

○宮田経営企画室長 工業用水の料金について

の御質問でございますが、今年度、工業用水に

つきましては、アセットマネジメントというの

を行っております。

報告書については、取りまとめ中ですけれど

も、この中で長期的な収支の状況を見て、値上

げの必要があれば、ユーザーと協議をしながら

工事の内容の変更等も含めまして実施すること

になろうかと思っております。

○徳重委員 いや、違うんです。工業用水の供

給量に余裕があるかということです。

○宮田経営企画室長 契約水量のことでござい

ますね。

契約水量につきましては、給水能力の12

万5,000トンに対しまして、現在の契約量が日量

で９万8,180トンとなっておりますので、２万ト

ン以上余裕がございます。

○徳重委員 もう長く利用されていますから、

当然、修繕費や維持費がかかると思うんですよ。

９万8,000トンの供給量があるということで、こ

の施設を使った利用促進についての努力をされ

ていると思うんだけれども、今後、利用者が多

くなってくる可能性、あるいは事業が展開され

るような状況はあるのかどうか教えてください。

○宮田経営企画室長 今後、ユーザーが増える

見込みとしましては、日向バイオマス発電株式

会社が新しいユーザーとして加わる予定です。

それから、今年度、小口のユーザーですが、

株式会社日向が新たに加わっております。

○徳重委員 それなら、９万8,000トンは今の施

設で利用できるということで、大体、予定どお

り消化できると、供給できると思っていらっしゃ

るわけですかね。

○宮田経営企画室長 ９万8,000トンの中には、

未達水量といいまして、大口のユーザーの契約

水量の中に実際は使われていない水量がござい

ます。その分を分ける形で新しいユーザーに加

わってもらうケースがございますので、本来の

意味でいきますと、未契約水量12万5,000トンに

対する９万8,000トンの残りの部分、そこが埋

まっていかないといけないわけです。

しかしながら、日向地区の工業用地は、十分

な敷地が残っているわけではございませんので、

全てが埋まるというのはなかなか厳しいと考え

ております。

○満行委員 続きで、事業費ですけれども、財

務費用の対前年度比マイナス775万7,000円と、

企業債等の利息が相当減っているのと、営業外

費用で消費税等の納付金額が9,600万円アップし

ていることの説明をお願いします。

○松野総務課長 財務費用は、企業債を借りて

おりまして、その利息をここに計上しておりま

す。企業債は毎年払っておりますので、残高が

少なくなるのに伴って、この利息も減るという

ところでございます。

それと、営業外費用が増加している理由であ

りますけれども、これにつきましては、１つは、

九州電力の復元株というのがこちらに入ってお

りまして、これは、開発事業特別資金に繰り出

しているんですけれども、前年度よりも配当が

多くなると見込んでおりまして、増となってい

るのが１つの要因となっております。

○徳重委員 企業局ゼロカーボンＰＲ事業で追

加する電気自動車は１台ですか。それとも何台

か予定されているんですかね。
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○宮田経営企画室長 企業局ゼロカーボンＰＲ

事業で購入する電気自動車については、１台を

予定しております。現在、局で所有している電

気自動車が１台ございますので、１台追加し、

合計２台になります。

○徳重委員 県庁には、この２台しかないんで

すか、それとも知事部局でも保有しているんで

すか。

○宮田経営企画室長 純粋な電気自動車という

ことでは、企業局だけということになります。

○徳重委員 本庁に１台ぐらいは電気自動車を

導入したらどうでしょうかね、局長。

○宮田経営企画室長 県本庁における電気自動

車の導入ということでございますが、確認した

ところ、今年度ＰＨＶを１台購入したという話

を聞いております。

○松野総務課長 先ほど満行委員からあった営

業外費用の増加の要因の質疑に関して、一番大

きな要因が渡川発電所の１号機の撤去をしてお

りますけれども、その残存価格が残っておりま

して、それを除却残として計上する必要があり、

これが7,900万円ほど発生するため、増加してい

るところであります。

○重松委員長 ほかにございますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 それでは、議案についての質疑

は終了いたしますが、最後にその他で何かござ

いませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 ないようですので、以上をもっ

て企業局を終了いたします。

暫時休憩いたします。

午後１時38分休憩

午後１時40分再開

○重松委員長 委員会を再開いたします。

明日の委員会は、午前10時に再開し、教育委

員会の審査を行うこととします。

以上で、本日の委員会を終了いたします。

午後１時40分散会
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午前９時57分再開

出席委員（６人）

委 員 長 重 松 幸次郎

副 委 員 長 山 下 寿

委 員 徳 重 忠 夫

委 員 井 本 英 雄

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 満 行 潤 一

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

教育委員会

教 育 長 黒 木 淳一郎

副 教 育 長 中 原 光 晴

教 育 次 長
児 玉 康 裕

（教育政策担当）

教 育 次 長
黒 木 貴

（教育振興担当）

教 育 政 策 課 長 川 北 正 文

参事兼財務福利課長 四 位 久 光

育 英 資 金 室 長 山 崎 博 文

高 校 教 育 課 長 谷 口 彰 規

義 務 教 育 課 長 吉 田 英 明

特別支援教育課長 松 田 律 子

参事兼教職員課長 東 宏太朗

生 涯 学 習 課 長 長 尾 岳 彦

スポーツ振興課長 押 川 幸 廣

文 化 財 課 長 加 塩 美 昭

人権同和教育課長 島 㟢 善真理

図 書 館 長 岩 本 真 一

美 術 館 副 館 長 木 村 幸 久

総 合 博 物 館 長 川 口 泰 夫

事務局職員出席者

議 事 課 主 事 飯 田 貴 久

総 務 課 主 事 合 田 有 希

○重松委員長 委員会を再開いたします。

それでは、本委員会に付託されました議案等

について、教育長の概要説明を求めます。

○黒木教育長 教育委員会でございます。本日

はどうぞよろしくお願いいたします。

それでは、今回の委員会で御審議いただきま

す教育委員会所管の議案等につきまして、概要

を御説明いたします。

お手元にお配りしております文教警察企業常

任委員会資料の表紙をお開きいただきまして、

右側の目次の欄を御覧ください。

今回、御審議いただく議案は、議案第１号「令

和４年度宮崎県一般会計予算」、議案第15号「令

和４年度宮崎県立学校実習事業特別会計予算」、

議案第16号「令和４年度宮崎県育英資金特別会

計予算」、議案第23号「教育関係使用料及び手

数料徴収条例の一部を改正する条例」の４件で

あります。

次に、その他報告事項といたしまして、令和

４年度宮崎県教育委員会事務局組織改正案につ

いて、宮崎県立特別支援学校教育整備方針の策

定についての２件を御報告させていただきま

す。

それでは、資料の１ページを御覧ください。

教育委員会に係る令和４年度宮崎県一般会計

予算、令和４年度宮崎県立学校実習事業特別会

計予算並びに令和４年度宮崎県育英資金特別会

計予算について、各課室別に一覧にしておりま

令和４年３月９日(水)
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す。

令和４年度の当初予算額、表の下から５段目

の太線枠の合計の欄を御覧ください。

一般会計の合計は1,088億448万9,000円であ

ります。また、下から２段目の太線枠の合計の

欄を御覧ください。特別会計の合計は38億2,676

万円でありまして、総計は一番下の欄に記載し

ておりますように1,126億3,124万9,000円であ

ります。

２つ右の欄に、令和３年度当初予算額からの

増減額を示しておりますが、３億7,914万3,000

円の増、前年度比100.3％となっております。

続きまして、２ページを御覧ください。

令和４年度の教育委員会の新規・改善事業等

の一覧をお示ししたものであります。

私からの説明は以上でありますが、令和４年

度当初予算における新規・改善重点事業等の詳

細につきましては、引き続き担当課長から説明

させていただきますので、御審議のほどよろし

くお願いいたします。

○重松委員長 教育長の概要説明が終了いたし

ました。

引き続き説明をお願いしますが、これより２

班に分けて、それぞれ議案の説明と質疑を行い、

最後に総括質疑を行うことといたしますので、

御協力をお願いいたします。

また、歳出予算の説明については、重点事業、

新規事業を中心に簡潔明瞭に行い、併せて決算

における指摘要望事項に係る対応状況について

も説明をお願いします。

それでは、まず初めに、第１班、教育政策課、

財務福利課、高校教育課、義務教育課、特別支

援教育課及び教職員課の議案に関する説明を求

めます。

なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

○川北教育政策課長 お手元の歳出予算説明資

料、教育政策課のインデックスのところ、453

ページをお開きください。

教育政策課の当初予算は、一般会計31億2,911

万1,000円をお願いしております。

主なものにつきまして御説明いたします。

455ページをお開きください。

まず、下から４段目、（事項）職員費の15

億6,747万4,000円であります。これは、教育委

員会事務局職員の人件費であります。

次に、下から２段目の（事項）一般運営費の

１億92万8,000円であります。これは、本庁及

び教育事務所の運営に要する経費であります。

456ページをお開きください。

上から７段目の（事項）教育広報費の2,560

万7,000円であります。これは、教育テレビ番

組の制作に要する経費であります。

次に、下から２段目の（事項）教育研修セン

ター費の9,560万8,000円であります。これは、

教育研修センターの管理運営や研修などに要す

る経費であります。

457ページを御覧ください。

上から４段目の（事項）職員費の10億7,710

万5,000円、そして、下から２段目の（事項）

職員費の２億4,544万2,000円であります。これ

らは、事務局職員のうち社会教育関係及び保健

体育関係職員の人件費であります。

○四位財務福利課長 歳出予算説明資料の財務

福利課のインデックスのところ、459ページを

お願いいたします。

財務福利課の令和４年度当初予算額は、表の

上から２段目、左のほうにありますとおり、総
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額で87億4,004万円をお願いいたしております。

その内訳は、１段下にあります一般会計が49

億1,328万円、その６段下にあります特別会計

が38億2,676万円であります。

主なものにつきまして御説明いたします。

461ページをお願いいたします。

一般会計についてであります。

ページ中ほど、（事項）維持管理費が22億8,529

万2,000円であります。このうち、説明欄の１、

営繕費に12億6,070万2,000円を計上いたしてお

ります。これは、県立学校の施設設備の改修や

修繕等に要する経費であります。

462ページをお願いいたします。

説明欄６、県立学校老朽化対策事業に９

億5,000万円を計上いたしております。これは、

県立学校施設の老朽化対策として、建物の劣化

を抑制するために、外壁や屋根防水等の改修工

事を行うものであります。

次に、その３段下の（事項）高等学校生徒寮

運営費が8,613万8,000円であります。これは、

高等学校地区生徒寮の運営に要する経費であり

ます。

次に、その２段下の（事項）教職員住宅費

が8,056万4,000円であります。これは、教職員

住宅の維持修繕に要する経費及び建設資金の償

還等に要する経費であります。

次に、その３段下の（事項）教職員福利厚生

費が7,276万1,000円であります。これは、教職

員の定期健康診断やストレスチェック、各種研

修、相談事業等の実施に要する経費であります。

次に、463ページをお願いいたします。

上から６段目、（事項）一般運営費（高等学

校）が15億4,779万6,000円であります。これは、

高等学校などにおける光熱水費や警備等の各種

業務委託及び教材教具の整備などの経費であり

ます。

次に、その２段下の（事項）海洋高校実習船

費が２億2,163万3,000円であります。これは、

宮崎海洋高校の航海実習等に係る実習船「進洋

丸」の運用に要する経費であります。

次に、464ページをお願いいたします。

上から４段目、（事項）一般運営費（特別支

援学校）が２億4,948万8,000円であります。こ

れは、特別支援学校における光熱水費や警備等

の各種業務委託及び教材教具の整備などの経費

であります。

次に、その４段下の（事項）学校給食運営管

理費が１億9,469万3,000円です。これは、特別

支援学校等の給食調理業務委託に要する経費や

給食調理施設の整備に要する経費であります。

次に、465ページをお願いいたします。

表の中ほど、（事項）文教施設災害復旧費

が9,270万円です。これは、県立学校施設等の

災害復旧に備えるための経費であります。

続きまして、特別会計についてであります。

466ページをお願いいたします。

県立学校実習事業特別会計であります。

表の中ほど、（事項）高等学校実習費が２

億3,801万円であります。これは、農業系の高

校７校における農業実習等に要する経費であ

り、生産実習に必要な備品や材料の購入等を行

うものであります。

なお、財源の内訳は、生産物売払収入などの

財産収入や繰越金などであります。

次に、467ページをお願いいたします。

育英資金特別会計であります。

表の中ほど、（事項）育英事業費が35億8,875

万円であります。このうち、説明欄の１、育英
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資金貸与事業に４億7,334万7,000円を計上いた

しております。これは、高校生や大学生等に対

する育英資金の貸与を行うための経費です。

また、説明欄の５、育英資金貸付準備金に30

億6,982万6,000円を計上いたしております。こ

れは、育英資金の貸付けについて、社会情勢の

変化等により貸与希望者が想定を大幅に上回っ

た場合などに備えるための経費であります。

なお、財源の内訳は、返還金などの諸収入や

繰越金であります。

当初予算についての説明は、以上であります。

続きまして、決算特別委員会の指摘要望事項

に係る対応状況につきまして御説明します。

決算特別委員会の指摘要望事項に係る対応状

況の14ページをお開きください。

⑮「教職員がストレスなくその能力を十分発

揮できる環境整備に取り組むとともに、休職者

の復職に向けた取組を推進すること」に係る対

応であります。

近年、過度なストレス等を原因とする精神疾

患で休職する教職員数の増加が全国的に問題と

なっており、本県においても、その対策が課題

となっております。

このため、県教育委員会では、市町村教育長

や学校長の代表者等で構成する宮崎県公立学校

職員健康づくり推進協議会を設置し、心身の健

康増進対策を総合的に推進しているところであ

ります。

主なものといたしましては、管理職や一般教

職員を対象とする研修会を実施することによ

り、メンタルヘルスの意識啓発を図るとともに、

臨床心理士などの専門家や教職員相談員による

各種相談事業により、悩みを抱える教職員が気

軽に相談できる体制の充実に努めております。

加えて、県立学校の全教職員を対象とするス

トレスチェックを実施することにより、ストレ

スの状態を各自が把握し、高ストレスと判定さ

れた者には、必要に応じて医師による面談指導

を行うなど、精神疾患の未然防止に取り組んで

おります。

また、精神疾患による休職者の円滑な職場復

帰及び再発防止を目的として実施する職場復帰

トレーニングにおいて、復職に伴う不安を臨床

心理士に相談することができる復職支援相談を

実施し、休職者の復職に向けた支援を行ってい

るところです。

今後とも、教職員が過度なストレスに苦しむ

ことなく、その能力を十分発揮できるようメン

タルヘルス対策に努めてまいります。

○谷口高校教育課長 歳出予算説明資料の高校

教育課のインデックスのところ、469ページを

お開きください。

高校教育課の当初予算は、左から２列目にあ

りますように一般会計で35億8,909万円を計上

しております。

主な内容について御説明いたします。

472ページをお開きください。

一番上の（事項）学力向上推進費の２億8,931

万1,000円であります。このうち、説明欄の７、

改善事業の新時代に対応した高校授業改革推進

事業であります。これは、新学習指導要領や大

学入学共通テストを踏まえた指導法や評価方法

を研究指定校において実践的に研究すること

で、これから求められる資質・能力の育成を目

指すものであります。

また、学校、教育委員会、大学が連携・協力

をして研究や実践を進めることで、各学校の魅

力化・特色化の推進と教員の効果的な指導力の
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向上を図るものであります。

次に、同じページ、中ほどより少し下の（事

項）就職支援活動促進費の3,674万4,000円であ

ります。このうち、説明の欄の１、改善事業の

みやざきで働こう！高校生県内就職促進事業で

ありますが、これは、高校生の県内就職率をさ

らに向上させるために、県内企業見学会やイン

ターンシップ、職業講和等の体験的な活動を支

援するものであります。

また、就職支援エリアコーディネーターを１

名増員しまして、県内７地区に７名配置するこ

とで、今まで以上にきめ細かな就職支援を行う

ものであります。

○吉田義務教育課長 歳出予算説明資料の義務

教育課のインデックスのところ、475ページを

お願いいたします。

義務教育課の当初予算額は、一般会計で１

億3,997万6,000円を計上しております。

主な内容について御説明いたします。

477ページをお開きください。

まず、中ほどの（事項）学力向上推進費の3,862

万1,000円であります。こちらは、小・中・義

務教育学校の児童生徒の学力向上のための事業

で、主なものとして、説明欄１のみやざき小中

学校学力向上支援事業でありますが、これは小

・中・義務教育学校において、学習状況調査の

実施と分析等により、学習指導の検証・改善サ

イクルの確立を図るとともに、各学校への支援

を充実させ、学力の向上を図るものであります。

次に、その下の（事項）指導者養成費9,236

万7,000円であります。こちらは、教職員の資

質向上のための研修等を行う事業であります。

主なものとして、説明欄３の初期研修事業で

すが、これは、新任教員に対して教育公務員と

しての基本的な心構えや服務上必要な事項及び

学習指導、生徒指導、校務分掌等、教育活動全

般にわたっての研修や研修時の後補充で配置す

る会計年度任用職員の人件費であります。

○松田特別支援教育課長 歳出予算説明資料の

特別支援教育課のインデックスのところ、479

ページをお開きください。

一般会計で４億2,980万8,000円をお願いして

おります。

それでは、主なものを御説明いたします。

481ページをお開きください。

まず、上から６段目の（事項）特別支援教育

振興費の１億3,152万7,000円であります。この

うち、その下の説明欄の４、特別支援学校医療

的ケア実施事業に8,408万6,000円を計上してお

ります。これは、特別支援学校において、常時

医療的ケアを必要とする児童生徒に看護師を配

置するものであります。

次に、説明の７、県立高等学校生活支援充実

事業に2,584万4,000円を計上しております。こ

れは、県立高等学校に在籍する身体に障がいの

ある生徒に、教室移動等の介助を行う生活支援

員の配置等を行うものであります。

次に、説明欄の10、新規事業の未来を拓く！

特別支援学校「自立と社会参加」推進事業に165

万1,000円を計上しております。この事業につ

きましては、後ほど常任委員会資料にて御説明

いたします。

次に、下から２段目の（事項）就学奨励費（特

別支援学校）の１億6,700万円であります。こ

れは、特別支援学校の幼児児童生徒の保護者等

の経済的な負担軽減を図るために、就学に必要

な経費を補助するものであります。

歳出予算説明資料については以上です。



- 32 -

令和４年３月９日(水)

続きまして、常任委員会資料により御説明い

たします。

常任委員会資料３ページをお開きください。

未来を拓く！特別支援学校「自立と社会参加」

推進事業でございます。

１の事業の目的・背景でありますが、特別支

援学校の幼児児童生徒の自立と社会参加に向け

た主体的な取組を推進するため、特別支援学校

における教育の充実や教育体制の推進を図るも

のであります。

２の事業の概要でありますが、予算額は165

万1,000円で、事業期間は、令和４年度から令

和６年度までの３年間でございます。

事業内容は２つありまして、①は、社会的自

立を見据えた職業教育及びそれを支える資質・

能力を培う教育の充実を図るため、新時代に対

応し、就労につながる作業学習の開発などを行

います。

②は、教育的ニーズに応じた専門性を支える

教育体制の推進で、学校支援アドバイザーを派

遣し、専門家の知見を活用します。

３の事業効果につきましては、職業教育や自

立を目指した取組、外部専門家との連携により、

新しい時代を生きていく幼児児童生徒の障がい

による生活や学習上の困難を改善・克服するた

めの特別支援学校の教育の充実が図られると考

えております。

○東教職員課長 歳出予算説明資料の教職員課

のインデックスのところ、483ページをお願い

いたします。

令和４年度当初予算額は、一般会計92 5

億1,981万2,000円をお願いしております。

主なものについて御説明いたします。

485ページをお開きください。

まず、上から５番目の（事項）教職員人事費

でありますが、12億2,578万6,000円を計上して

おります。このうち、説明欄の２の学校会計年

度任用職員の配置に要する経費として、10

億7,987万1,000円を計上しておりますが、これ

は、会計年度任用職員の報酬や費用弁償等の経

費であります。

次に、その下の３のスクール・サポート・ス

タッフ配置事業8,720万円でありますが、これ

は、市町村立小中学校へのスクール・サポート

・スタッフ配置に対する補助金であります。

486ページをお願いいたします。

一番上の（事項）退職手当費についてであり

ます。退職手当の支給に要する経費といたしま

して、91億7,653万円を計上しております。

次に、学校種ごとの教職員の職員費及び旅費

についてでありますが、職員費は、教職員の給

料や職員手当等及び共済費であります。

まず、中ほどの（項）小学校費でありますが、

（事項）職員費に330億6,491万8,000円、その

下の（事項）旅費に１億4,658万8,000円を計上

しております。

次に、下から３番目の（項）の中学校費であ

りますが、（事項）職員費に218億2,360万5,000

円、487ページの上から２番目の（事項）旅費

に１億4,923万8,000円を計上しております。

次に、中ほどの（項）高等学校費であります

が、（事項）職員費に181億3,218万8,000円、（事

項）旅費に１億8,402万1,000円を計上しており

ます。

最後に、下から４番目の（項）特別支援学校

費でありますが、（事項）職員費に85億5,594

万7,000円、１枚めくっていただきまして、488

ページにあります、（事項）旅費に5,112万7,000
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円を計上しております。

○重松委員長 執行部の説明が終了しました。

議案について質疑はありませんか。

○満行委員 未来を拓く！特別支援学校「自立

と社会参加」推進事業、大変すばらしい事業だ

と思います。今までも社会参加の推進について

は、やっていただいていると思うんですが、予

算が165万1,000円で事業期間が３か年なんです

けれども、予算は一桁違うのかなという気がし

て、担当課の意見を聞きたいんですけれども。

納税者になるか否かで社会的に全然違うと思

いますし、長い目で見ると、１人社会に参加す

る人が増えると、いろんな面で違ってくると思

うんですけれども、この自立と社会参加以外の

事業もやっていらっしゃるのかもしれません

が、この事業について、今までどうだったのか、

そして、今後どうなさるのか、その辺りも教え

ていただきたいと思います。

○松田特別支援教育課長 未来を拓く！特別支

援学校「自立と社会参加」推進事業につきまし

ては、この前の事業といたしまして、夢×人×

地域「社会とつながる特別支援学校」推進事業

を行っておりまして、特別支援学校の児童生徒

の自立と社会参加を育むための自立活動の指導

であるとか、作業学習の指導、就労を目指した

相談等に対応するための自立支援推進員の配置

等を行っておりました。

こうした中、学校からは、自立活動や様々な

障がいに応じた課題に対応するためには、専門

家の派遣等が必要だという意見がありますの

で、それを踏まえ、教育的ニーズに応じた専門

性を支える教育体制の推進のための学校支援ア

ドバイザーの派遣をお願いしたところです。

これまでも自立と社会参加に向けた指導は

行ってきているところですけれども、時代のニ

ーズに応じた、より実践的な指導を行い、就労

につなげてまいりたいと考えております。

○満行委員 予算165万円では、学校支援アド

バイザーの派遣も研究指定校のＩＣＴ活用も限

られてくるので、この予算ではできないのかな

と思うんです。

しっかり業界のことが分かっている人が現場

で子供たちに指導をする、そうすると、その子

の自立が進むのかなと思うのですけれども、学

校支援アドバイザーの派遣は、この予算でどれ

ぐらい実績を見込んでいるのでしょうか。

○松田特別支援教育課長 これまでの事業にお

きましては、指定校３校に対し専門家を派遣し

ておりましたが、委員御指摘のとおり、それで

は十分な成果が上がらない面もあるということ

で、今回の新規事業におきましては、学校支援

アドバイザーを全ての学校を対象に、一校当た

り年２回利用できる予算配分としております。

学校支援アドバイザーにつきましては、ポン

チ絵にもありますとおり、学校は普段から地域

の福祉関係者、医療等の関係、就労関係の専門

機関等と連携しているところではありますけれ

ども、その上でも、なお非常に困難な事例等の

課題解決を図るために、特に研修が必要な場合

に、各学校が必要とする専門家─大学関係者

等を学校支援アドバイザーとして派遣すること

にしております。回数としては、研修を充実で

きる十分な回数ではないかと考えております。

○満行委員 社会の現場の方々を連れてきて、

子供にそういう話を聞かせることは大変有効だ

ろうと思うわけです。とりわけ、障がいを持つ

子供たちですから、夢をあきらめているとか、

いろんな部分があるんだろうと思うんですけれ
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ども、ＩＣＴを活用することにより、今まで以

上に社会参加が可能になっているはずで、その

辺りの現場の声を学校も受けとめてスキルを上

げてもらうというのは大事だと思うんです。

支援学校の教職員は、異動で来られて手話を

覚えたり、普通校と同じように進学、就職、小

中高のレベルの違う教育を見たり、あれもこれ

もと本当に大変と思うので、こういう場に外部

の専門家をどんどん入れていただく。

今、派遣回数は一校当たり２回というお話で

したけれども、いろんな分野の方もおられるし、

進学にしても、就職にしても、いろんな子供た

ちの思いはあると思うので、ぜひ、こういう事

業をどんどん拡げていただきたい。160万円の

予算があっという間に1,000万円とかに広がる

ように、ぜひ、御努力いただきたいと思ってい

ますので、よろしくお願いいたします。

○井本委員 学校支援アドバイザーがどんなこ

とをするのか分からないんだけれども、ともか

く、現場の先生たちが一番よく分かっていると

思うんです。だから、現場の先生たちが意見を

出しやすい組織になっているのかといつも─

今、グーグルなんかが、自分で学習して常に成

長していく学習する組織を目指そうということ

をやっているんです。現場の人たちが何でも言

えるような組織、常に新しいアイデアが出てく

る、イノベーションが起こせる、そういう組織

を作らないといけないということでグーグルな

んかはやっているんです。彼らは、何を言って

も大丈夫だという心理的安全性が一番大切だと

言っているんです。心理的安全性がなく、言い

たいことも言えないと、イノベーションもでき

ないということを言っているんです。

そういうところから見ると、現場の人たちが

一番分かっていて、改革案も持ってるはずだと

思うんです。学校支援アドバイザーが来られて、

どんな話をするか分かりません。もしかしたら、

そんな話をするのかもしれませんが。

現場の人たちがアイデアを出しやすい、改革

をしやすい職場づくりを考えないといけないの

ではないのかという気がするんです。そんな方

が来られるか分からんけれども。

ちょっと話は変わるかもしれないけれども、

ドイツ参謀本部という本を読んだら、ナポレオ

ンに対抗するために、欧州が１つになって一生

懸命敵対しようとするが、ナポレオンは天才な

わけです。行くところ、行くところ、撃破して

いくんだから。

そこで、欧州はドイツ参謀本部というのを作

り上げた。ドイツ参謀本部に集まった人たちは

結構優秀な人たちですけれども、天才じゃない

わけです。彼らが何をやったかというと、ナポ

レオンが行くところは連携して逃げていくんで

すよ。だから、ナポレオンは行くところ、行く

ところ、常に勝っているんです。

ところが、ナポレオンは最後は捕虜になって

しまうんです。ナポレオンも、私は全部勝った

のに、何で俺は捕虜にならないといけないの

だって言っておるんだけれども。天才でもそう

いう優秀な人たちが集まった組織にはかなわな

いということだろうと思うんです。

学校支援アドバイザーは恐らく優秀で、すば

らしい方と思うんだけれども、現場の経験、体

験を積んできた現場の先生たちの具体的な意見

を吸い上げるような、取り上げるような組織に

していかないと。

日本が30年も停滞したのは、リノベーション

が済んでいないんです。忖度や空気とか、そう
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いうのが支配してしまって、現場の人たちが言

いたいことが言えず、本当の意見が上に上がっ

ていかない、改革ができていない。本当かどう

か分からないけれども、これが日本が30年間停

滞した原因じゃないかと言われているんです。

私もどうしたらいいのかは分からないのです

が、言いたいことを言えるような、何でもアイ

デアが出てくるような組織にしないといけない

んじゃないか、グーグルなんかは、学習する組

織を目指して一生懸命やっているんです。

そういうことを考えてもいいんじゃないのか

と思うんですけれども、どうでしょうね。

○松田特別支援教育課長 特別支援学校におき

ましては、障がい種別によって求められる専門

性や指導力も異なっておりますので、異動する

たびに、求められる高い指導力に対応した研修

が必要となってまいります。

異動されてきた際に分からないまま授業を始

めるということではなく、分からないことを分

からないとしっかり伝えて、校内でのＯＪＴに

よって、専門性の高い教員からきちんと指導を

受けながら、全ての教員が一定の指導力を持っ

て指導に当たれるようにしていくべきだと考え

ております。

ただ、文科省でも示しておりますが、児童生

徒の障がいの重度・重複化、多様化等が進み、

特別支援学校が抱える課題を学校内だけで解決

するのはなかなか難しい状況になっているの

で、地域の専門家等との密接な連携は非常に重

要だというふうに示されておりますので、委員

に御指摘いただきましたように、学校の意見を

聞いて、学校が必要とする、課題解決に対応で

きるような専門家を学校支援アドバイザーとし

て派遣してまいりたいと考えております。

○井本委員 学校支援アドバイザーが来られる

んだから、それはそれで勉強していただきたい

と思うんですが。

あと、ストレスの話、メンタルヘルスの話と

も関係するんだけれども、昨日、教育長にメン

タルヘルスの件で包括支援の話を持っていった

んですが、組織としてどう対処するかというこ

とは、メンタルヘルスとも関連はあるんだけれ

ども、フィンランドで開発されたというオープ

ンダイアローグというのは御存じですか。誰か

知っている人いない。知らんですか。

オープンダイアローグというのは、開かれた

対話ということで、学習する組織と同じ発想な

んです。何でも言えるような、対話が続く組織

にして、オープンダイアローグを続けると、う

つ病の人とかを治すようなことができるよう

な、そういうのがはやっているというか、1960

年代ぐらいからやっていたという話です。

そういうのを組織として、日本の場合はどう

も空気とか、忖度とか、そういうのが先にあっ

て、オープンダイアローグも現場の人たちが一

番分かっているという前提の下に話を引っ張っ

ていくんです。

日本の組織、県庁の組織もそうなんだろうけ

れども、日本全体が本当に対話できるような組

織にしないといけないのではないかと。

話があっちこっちで申し訳ないんだけれど

も、宮本常一さんという有名な人がいるでしょ

う。あの人のあれを読むと、彼は対馬に行って、

昔の書類を見せてくれって言うんです。すると、

約10か所の島から代表者が来るわけです。

そして、その代表者たちが３日間、車座になっ

て、２人集まって、３人集まって、４人集まっ

て、結局10人ぐらいの人たちが、お酒を飲んだ
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ときにいろいろ出てくるじゃないですか。あん

な感じで３日間やるらしいです。３日間もやる

と、みんなの情報やら意見やらが大体みんな集

約されるんです。最後に結論を出すらしいんで

すけれども。昔は、日本でも、そういうオープ

ンダイアローグみたいなものをやっていたんだ

と、感心したんです。

何でもかんでも全部言いたいことを言ってし

まって、そして、新しいものが出てくるという

ことを、そして、現場の人が一番それを分かっ

とるということを、その宮本常一さんの話でも

思うんですが。

専門家も悪くはないんだけれども、現場の人

たちが、私はもっと活用されてしかるべきじゃ

ないのかという気がするもんですから。

お答えは結構ですが、よろしくお願いします。

○丸山委員 学校支援アドバイザーについてお

伺いします。

その前の事業があるということなんですけれ

ども、先ほどの説明では、派遣の対象を指定校

３校にしていたのを、全ての学校に変更し、年

に２回ずつ派遣するということでしたが、そう

となると、かなり数が増える気がします。

学校支援アドバイザーの予算は、本当に約54

万円で大丈夫なのか、そんな人材が全県下に回

らないといけないとなると非常に大変じゃない

かと思っているんですけれども。

○松田特別支援教育課長 学校支援アドバイザ

ーの報償費の単価は、県の規程により8,000円

を予定しておりまして、それを各校２人、年２

回、13校で予算計上させていただいております。

この額を含んだ予算となっております。

学校によりましては、この報償費が発生しな

い、例えばハローワークであるとか公的機関の

関係者を招いて研修をする場合もあると思いま

すので、この２回は経費が発生する場合の回数

となっております。

そのほかの研修も学校で取り組むことはでき

ると考えております。

○丸山委員 計算上、なんとなく分かりました。

あと、特別支援学校を18歳で卒業されたとき

に、よくあるパターンとして、施設に入る、Ａ

型事業所やＢ型事業所に行く、そういう施設に

全然行かずに家にいるなど、いろんなパターン

があると思っているんですけれども、前の事業

を含めて、どれくらいそういう子供たちがいる

のか、今の現状を踏まえ、自立と社会参加に向

けて、今後、それをどう改善したいという目標

があるんじゃないかと思うので、それを教えて

いただくとありがたいと思います。

○松田特別支援教育課長 特別支援学校高等部

の卒業生の状況としまして、一部進学もありま

すが、就職、訓練機関への入学、福祉サービス

の利用となっております。

福祉サービスの中でも、就労継続支援Ａ型や

Ｂ型などの賃金等がある福祉サービスもありま

すし、介護を受ける生活介護や自立訓練などの

介護型の福祉サービスの利用等もあります。

その中で、本県の就職率につきましては、昨

年度の就職率が25.2％となっておりまして、福

祉サービスの利用が60.6％となっておりま

す。60.6％の中の就労移行支援の利用者が20％

ですので、この20％の福祉サービス利用の方々

が、様々な事業の、作業学習の開発等によりま

して、就職ができる状況に移行していくことを

本課としては目指したいところです。

○丸山委員 親としては、親が亡くなった後に

子供がしっかり自立できるかが一番心配だと、
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これも永遠のテーマなものですから、できるだ

け自立できるように、この事業をしっかりやっ

ていただきたいです。

また、県の中心部にＡ型事業所を開所する事

業者が出てきているので、Ａ型事業所はかなり

ニーズがあると聞いているんですが、ニーズが

あってもいいけれども、その後、そこで継続し

て仕事をされているのか、我々も分かっていな

いものですから、できれば入った後のフォロー

アップをしていかないと、Ａ型事業所に入った

けれども、ドロップアウトしてとか……。

あと、福祉分野の世界で教育委員会から離れ

るかもしれませんけれども、その福祉との連携

強化は、今、どんな状況だと理解すればよろし

いでしょうか。

○松田特別支援教育課長 福祉サービスを利用

している卒業生につきましては、就労移行支援

という事業も利用していますが、就労移行支援

は、利用期間が２年間という制限がありますの

で、２年間、そこでサービスを受けて就職でき

ない場合は、就労継続支援Ａ型やＢ型に移行し

ていくということになり、福祉サービスの下で

での就労ということになります。

ですから、就労移行支援を利用しながら、就

職を目指す卒業生がさらに増えることが望まし

いと考えますし、就労継続支援Ａ型、Ｂ型等の

利用者が、さらに就労移行や就職につながれば、

先ほど御指摘いただきました生活介護や自立訓

練を受けている方々が十分サービスを受けられ

ることになりますので、そこの底上げを図って

いくことが必要だと考えております。

就労継続支援Ａ型、Ｂ型については継続して

の利用ができますので、利用している方が途中

で打ち切られることはないという状況です。

○丸山委員 ぜひ、今回の事業で、福祉サービ

スを利用する60％の方が20％ぐらい移行する可

能性があるということで、この方々が自立、社

会参加ができるようにお願いしたいと思ってお

ります。頑張ってください。

○徳重委員 育英資金のことをお尋ねします

が、昨年度より約５億円多く予算が組まれたよ

うですが、コロナ禍という状況の中で増えてき

たのかという思いなんですが、どれぐらいの人

数を想定されているのか教えてください。

○山崎育英資金室長 来年度の貸与人数の見込

みは1,453名でございます。

○徳重委員 令和３年度は何名でしょうか。

○山崎育英資金室長 令和３年度は1,402名で

ございます。

○徳重委員 ということは、コロナ禍でもほと

んど変わらないと想定されているんですか。

○山崎育英資金室長 まず、コロナとの関係な

のですが、昨年からコロナの影響を受ける可能

性があったと思っているんですけれども、実は、

コロナによって家計的にちょっとダメージを受

けましたというような申出というのは、昨年度

８件ぐらいしかございませんでした。

今年度もコロナによって緊急的に貸付けを受

けたいという方は、相談としては今のところ５

件ということで、育英資金から見える形として

は、あまり影響を受けていないかと思います。

それで、全体の貸付け人数に関しましては、

少子化の関係等もございますけれども、少し余

裕を見て、今年度より100名ぐらい多いという

形で予算を計上させていただいております。

○徳重委員 分かりました。

もう一つ、決算特別委員会の指摘要望事項⑮

の教職員のストレス関係ですけれども、メンタ
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ル的な理由で休職される方が令和３年度は何人

だったんでしょうか。

○東教職員課長 令和３年度の２月末現在

で112名が休職しており、このうち、63名が精

神疾患でお休みされております。

○徳重委員 この63名の方は、平均にして１年、

２年、あるいは何か月とか、休職期間はどれぐ

らいの期間が多いんですか。

○東教職員課長 令和３年８月１日現在で平均

休職期間を調べましたところ、１人当たり324

日ということになります。

○徳重委員 私も相談を受けたことがあって、

非常に気にしているんですが、63名という多く

の方が丸１年お休みされるということですが、

復職に関して、私が受けた相談の事例からする

と、職場環境、高等学校の場合は部活とか、親

等との関係があったりして、元の職場に復帰す

ることは精神的に無理、もうできません、もう

辞めますというような相談を受けたことがある

んです。

１年休んで復職となったときに、元の学校に

帰るのが基本になっているという話を聞いてお

りますが、環境がほとんど変わらないわけです。

復職した場合に、逆に悪くなるようなことにも

なりかねないんじゃないかと思うんです。その

方は、私に辞めるとはっきり言ってこられまし

たが、環境が変われば、仕事が順調にいく気が

するものですから。

休職期間が１年ということになりますと、年

度が変わるため異動もありますが、対象者の勤

務場所を変えてもらわないと仕事ができないと

いうときは、本人の意向をある程度尊重すべき

じゃないかと私は思うんですが、そこら辺はど

うなんですか。

○東教職員課長 教職員の人事異動につきまし

ては、今、徳重委員からお話がありましたよう

に、病気を抱えている方とか、そういう方につ

きましては、人事異動上、配慮するということ

で、本人のいろんな意向等を聞いて異動してお

ります。

○徳重委員 分かりました。ぜひ、そういう方

向で、本人の意向を大事にしてほしいと思った

ものですから、質問させていただきました。

○丸山委員 関連で、ストレスチェックが始

まって、恐らく３～４年たっていると思ってい

るんですが、このストレスチェックで、ストレ

スが高い人は問診なり、精神科の先生たちに見

ていただき、アドバイスを受けたり、少しでも

配慮するシステムだと思っているんですが、そ

れが始まって少しは改善されたのか、もしくは

全然改善されてなくて、まだ何が足りないのか

というのが分かっていれば教えていただくとあ

りがたいと思っています。

○四位財務福利課長 ストレスチェックで高ス

トレス者と判定された方は、先ほど報告させて

いただいたとおり、本人が望めば医師による面

談につなぐことができます。

令和２年度で申しますと、１年間で延べ10人

が医師による面談を受けました。

これのメリットは、自分から医療機関等にか

かる勇気の持てない方でも、自分の状態が悪い

んだと自覚した段階で、すぐに対応していただ

くことができることで、これは大変効果があっ

たものと認識しております。

しかしながら、10人以外にも高ストレス者は

もっとたくさんいらっしゃるわけです。データ

では、500人以上の方が高ストレス者と判定を

受けながら、医師の面談を受けた方は10名程度
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となりますので、高ストレス者に対しこういっ

た制度を活用することができるんですよという

ことをしっかり周知し、心の垣根を低くしてい

ただくことが大事になってくると思うので、周

知徹底を図ってまいりたいと考えております。

○丸山委員 500人ぐらいの方が高ストレスと

いうことは、こういう人たちが予備軍でいて、

昨年度は73名ぐらいだった。これは、毎年70名

前後がそういう状態なのか、ストレスチェック

が始まって少しでも改善されたというデータが

あるのか、500名近くの方が予備軍になってし

まうと、教育の質が非常に落ちてしまうんじゃ

ないかと心配なもので、その辺の考え方をお伺

いしたいと思っております。

○四位財務福利課長 こうした活動が休職者へ

どのような影響を及ぼしたかというような分析

はなかなか難しいので、できてはいないですけ

れども、おっしゃられるように、これらの予備

軍を少しでも病気に進ませないような取組を継

続してしていく必要があると思っておりますの

で、周知をはじめ、努力してまいりたい、また、

新しい切り口があれば、それを取り入れて改善

していきたいと考えています。

○丸山委員 いずれにしましても、せっかく始

めたストレスチェックが生かされてなければ意

味がないもんですから、500名近くの方が高ス

トレスで、予備軍となると非常に心配ですので、

できるだけ早くこういう方たちのストレスを少

しでも軽減できるように、学校全体、ＰＴＡ、

あと、地域の方々も含めてタイアップしていか

ないと、今の先生方って非常に大変なことが多

いと聞いておりますが、学校だけで対応するこ

とは無理だろうと思いますので、地域全体で

しっかりと対応できるようなもう一歩踏み込ん

だ形をしていかないと、その辺をもう少し工夫

していただくとありがたいと思っております。

○黒木教育長 御指摘ありがとうございます。

非常に大きな課題だと考えております。

私が学校におりますときにストレスチェック

の取組が始まったんですが、客観的に自分のス

トレスの要因を見ることができ、自分を客体視

する意味で、非常に大きな意義があるかと。

個人におきましては、自分のストレスの要因

が何なのかを一度点検できる、自分のストレス

がどのくらいの度合いなのかが分かることにつ

いては、非常に意義のあるものだと、続けてやっ

ていますと、そんなことを感じておりました。

今、御指摘の部分でございますが、管理者と

して学校におりましても、実は、どの職員が高

ストレスなのか分かりません。というのが、ス

トレスチェックは、例えば上司に関する項目な

ど非常にデリケートな部分があるため、非開示

になっております。その中から、本人の意志で

ドクターの面談を受けていただくという形で

す。ドクターの面談を受ければお休みを取られ

る段階が見えますので、そうなのかなというの

は分かるんですが、そういった非常にデリケー

トな部分もございますが、委員がおっしゃられ

ましたように、これが改善につながらないと意

味がございませんので、データをもう少し分析

させていただきまして、前に進めていきたいと

思っております。

○井本委員 学力向上推進費の７つ目、改善事

業の新時代に対応した高校授業改革推進事業で

すが、具体的には、今までとどんなところが違

うんでしょうか。

○谷口高校教育課長 新しい学習指導要領が令

和４年度から学年ごとに入ってきます。そして、
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大学の入学のテストがセンター試験から共通テ

ストに変わりました。そういったことを踏まえ

て、この事業においては、指導と評価の研究部

門の会と、マネジメントと探求学習の研究の会

を研究校に指定し、大学の先生、あるいは教育

委員会の指導主事等を含めて、そういったこと

について検討し、ほかの学校にも広めていくよ

うなことをイメージしております。

○井本委員 あなたが考えるスタンスは、具体

的にどのように変わるのか、その辺も聞かせて

もらえませんか。

○谷口高校教育課長 新しい学習指導要領等で

は、知識・技能だけではなくて、思考力や判断

力など、そういったものを非常に重視するよう

になるので、各事業において、思考力、判断力

をどのような授業をすれば高めていけるのかと

いったことを、外部の講師等も含めて、研究し

ていきたいと思っております。

○井本委員 今までの知識偏重の風潮から考え

るような、そういうことになるだろうと思うん

ですけれども、ただ、大学受験が知識偏重の試

験であれば、どうしても知識偏重に傾いてしま

う。だから、今度も、大学受験がなかなか思う

ように進んでいないということもあるんでしょ

うけれども、その辺との兼ね合いというのはど

のようになるんでしょうか。

○谷口高校教育課長 今、おっしゃいました、

大学の試験のことですけれども、新しい共通テ

ストに変わって今年が２年目なんですが、私自

身も自分の教科課目を解いてみますと、これま

でと比べて、明らかに問題をしっかりよく読ん

で、資料を活用しないとなかなか解けない、ま

さに思考力と判断力が試されるような大学入試

に変わっていると実感しております。

○井本委員 答えがない教育というか、正解が

ない教育というのをやらないといけないわけで

しょうから、そうすると、採点が非常に難しく

なってくると思うんです。

採点がしやすいということは恐らく正解がぱ

ぱっと出る問題なんだろうと思うんです。

だけれども、それは今度の新しい世界には通

用しない、回答がなくてもそれを考えていくよ

うなものをやるとなると、採点するほうも大変

になると思うんですが、その辺のことについて

は、どのように臨もうとしているのか教えてく

ださい。

○谷口高校教育課長 今、委員がおっしゃった、

答えのないものについて、どういうふうに生徒

が研究していくか。

これにつきましては、総合的な探求の学習の

時間といったものがございまして、どの高校も、

自分でテーマを見出し、情報収集して、発表を

する。そして、その結果が正しいのか、間違っ

ているのかというのはなかなか難しいですけれ

ども、そういったことを総合的な探求の時間等

で取り組むことによって、少しは身についてい

くんではないかと考えています。

○井本委員 プロジェクト型のものとか、アク

ティブラーニングとか、いろんな方法があるん

でしょうけれども、正解はないかもしれんけれ

ども、自分で考えるプロセスを大切にする時代

に入ってきているんだろうと思うんです。

先生たちも大変だろうと思いますけれども、

頑張ってください。

○丸山委員 学力向上につきまして、高校、義

務教育の両方なんですけれども、コロナの関係

でＩＴ関係が入ってきて、いろいろ出題して、

回答率が一番悪い問題はこれと、瞬時に分かる
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ようなシステムができたと聞いてます。

前回の全国統一テストの点数は、宮崎県は残

念ながら上がってこなかったから、今回は上

がってほしいと思っております。

そういうシステムを含めて、令和３年度にい

ろんな試行をしたと思いますので、令和４年度

は鉄は熱いうちに打たないといけないと思って

います。

学力向上に対して何か新しい考え方があれば

教えていただけるとありがたいです。

○吉田義務教育課長 ＩＣＴにつきましては、

昨年度、小中学校にタブレットを導入しました。

今年度は整備したばかりということで、まずは

日常的に使うことに重点を置いて進めてまいり

ました。

令和４年度は、日常使いから一つ段階を上げ

て、授業の中でどうやったら効果的に活用でき

るかというところを、指定したモデル校を中心

に研究を進め、それを県内に広げていこうと

思っております。

タブレット等を導入したことで授業が効率よ

く進められたり、子供の意見を瞬時に集約でき

たりとかに活用できますので、それを学力向上

につなげるような取組の研究を進めていこうと

いう計画でおります。

○丸山委員 ぜひ、導入されたタブレットを十

分に活用していただいて、高校も含めて、しっ

かり学力向上に取り組んでいただけるようにお

願いしたいと思います。

宮崎市内の高校のほうが難関大学に行きやす

い、行ける可能性があるからといって宮崎市内

の高校に行ってしまうんですが、本来は同じ先

生等が指導しているはずですから、同じ倍率に

なるはずなのに、こんなに差がつくというのは

疑問が残ります。どこの高校に行っても、難し

い大学に入れますとなれば、今の倍率の差がな

くなってくるはずなんですが。

ぜひ、ＩＣＴを十二分に活用していただくよ

うお願いしたいと思います。

歳出予算説明資料473ページの産業教育振興

費が、今年度は3,100万円だったのが、来年度

は、半分の1,400万円程度になっているんです

が、地域産業界等と連携しながら工業高校の生

徒たちを育成する、ひむか未来マイスター・ハ

イスクール事業とかを作って、その事業の予算

は変わっていないのに、なぜ、事業全体の予算

が半分になってしまったのかが分かりづらかっ

たので教えてください。せっかく県内就職率が

上がってきたのに何でかなと思っていまして。

○谷口高校教育課長 産業教育振興費は、これ

とは別に、就職支援活動促進費やほかの場面で

も就職に関しての取組をやっておりますが、確

かに、委員がおっしゃったように、産業教育振

興費の全体予算は額が落ちております。

ただ、現在、就職についての取組は、おっ

しゃっていただいたように、今年度の卒業生に

ついては、最終的な数値は出ておりませんが、

多分、県内就職率も上がるであろうということ

でございますので、いただいた予算の中で、さ

らにこの取組を充実させていくことで、県内就

職等も充実させていきたいと思っております。

○丸山委員 人口減少で、人手不足というのが、

県内の様々な産業において喫緊の課題です。

この前の補正予算のときには、福祉関係の入

学希望者が少ないとかありましたので、それを

含め、ぜひ、県内産業と連携しながら、しっか

り対応できるようにお願いしたいと思います。

○重松委員長 ほかにございますか。
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それでは、以上で、教育政策課、財務福利課、

高校教育課、義務教育課、特別支援教育課及び

教職員課の審査を終了いたします。

暫時休憩いたします。

午前11時14分休憩

午前11時17分再開

○重松委員長 委員会を再開いたします。

続きまして、第２班、生涯学習課、スポーツ

振興課、文化財課及び人権同和教育課の審査を

行います。議案に関する説明を求めます。

なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

○長尾生涯学習課長 歳出予算説明資料の生涯

学習課インデックスのところ、489ページをお

開きください。

一般会計予算で６億8,540万8,000円を計上い

たしております。

主なものについて御説明をいたします。

491ページをお開きください。

まず、上から５段目の（事項）社会教育振興

費に825万6,000円を計上しております。

主なものといたしましては、説明欄の４、改

善事業の県立図書館の衛生環境改善事業に469

万7,000円を計上しております。これは、県立

図書館の閲覧室の出入口には、図書館資料が手

続きを経ずに持ち出されるのを防ぐための装置

を設置しておりますが、新型コロナウイルス感

染症拡大防止対策といたしまして、入館者が手

で押す現在の接触式のものから非接触式のもの

へと更新するものであります。

財源は、新型コロナウイルス感染症対策地方

創生臨時交付金を活用いたします。

次に、下から３段目の（事項）家庭教育振興

費に155万2,000円を計上しております。これは、

全額、改善事業の県民みんなで家庭教育応援事

業に要する経費でして、当事業につきましては、

後ほど常任委員会資料にて御説明いたします。

続きまして、492ページをお開きください。

（事項）図書館サービス推進費に１億3,997

万8,000円を計上しております。

主なものといたしましては、説明欄の２、図

書館サービス費に9,430万6,000円を計上してお

ります。これは、主に図書の貸出、返却、整理

など、館内サービス等に要するコンピュータシ

ステムの保守、リース代や図書館カウンタース

タッフ奉仕相談員の人件費などであります。

次に、493ページを御覧ください。

最初の（事項）美術館費に３億980万2,000円

を計上しております。

主なものといたしましては、説明欄の４、県

立美術館老朽化対策事業に１億3,904万円を計

上しております。これは、県立美術館の空調設

備の更新工事を行うものであります。

次に、中ほどの（事項）美術館普及活動事業

費に6,247万4,000円を計上しております。この

うち、説明の７、改善事業といたしまして、旅

する美術館・旅してアート事業に427万5,000円

を計上しております。当事業は、県央から離れ

た地域で県立美術館の所蔵作品を展示し、本物

の作品の魅力を紹介することに加えまして、近

隣の学校などで鑑賞や造形体験を行います。

また、美術館でアーティストと交流するアー

トトークを行い、文化に触れる機会の充実を図

ります。

歳出予算説明資料につきましては、以上でご

ざいます。

それでは、改善事業を御説明いたしますので、
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常任委員会資料の５ページをお開きください。

改善事業の県民みんなで家庭教育応援事業で

あります。

１の事業の目的・背景でありますが、家庭教

育を行う保護者を支援するために、学習機会や

情報提供、人材の育成、環境づくりを行い、県

民総ぐるみで家庭教育を支援する機運の醸成を

図るものであります。

２の事業の概要でありますが、予算額は155

万2,000円で、国の補助金を活用いたします。

事業期間は、令和４年度から令和６年度まで

の３年間であります。

次に、事業内容でありますが、当事業は３つ

の柱で取り組んでまいります。

まず、①の学びのアップデートですが、保護

者などが参加体験型で楽しく学ぶことができる

活動の流れをまとめたみやざき家庭教育サポー

トプログラムの活用、そして、このサポートプ

ログラムの進行役であるトレーナーの派遣及び

広報、啓発に取り組みます。

次に、②の人材の育成ですが、大学生を含め

たトレーナーの研修会や各地域におけるトレー

ナー同士の家庭教育応援会議を実施いたしま

す。③の環境づくりですが、市町村の行政担当

者会を充実させることより、各市町村ごとの地

域ぐるみでの支援体制の整備を進めます。

３の事業効果でありますが、３つの事業内容

を展開することで、本県の家庭教育支援条例の

趣旨である、子どもたちが地域の宝として社会

全体から愛情を受け健やかに成長できる宮崎を

実現し、県民みんなで家庭教育を応援する支援

体制の推進を図ることができます。

○押川スポーツ振興課長 歳出予算説明資料の

スポーツ振興課のインデックスのところ、495

ページをお開きください。

スポーツ振興課の当初予算は、一般会計28

億37万3,000円を計上しております。

主なものにつきまして、御説明いたします。

497ページをお開きください。

上から５段目の（事項）学校体育指導費

の6,710万8,000円であります。このうち、説明

欄２、改善事業の部活動改革推進事業につきま

しては、後ほど常任委員会資料にて御説明いた

します。

次に、説明欄の３、改善事業の運動大好き！

子どもの体力アップ事業は、運動好きの児童生

徒を育成し、さらなる体力向上を図るため、学

校における体力テストのデータ分析や教職員の

スキルアップ研修等を実施するものでありま

す。

498ページを御覧ください。

一番上の（事項）スポーツ施設管理費の３

億1,229万4,000円であります。

主なものは、説明欄の１、施設管理運営費（指

定管理者）でありますが、これは、県総合運動

公園有料公園施設、県体育館及び県ライフル射

撃競技場の管理運営を指定管理者へ委託するた

めに必要な経費でございます。

続きまして、一番下の（事項）学校安全推進

費の１億9,327万1,000円であります。次の499

ページをお開きください。

説明欄の１、日本スポーツ振興センター共済

事業は、学校管理下で児童生徒が病気やけがを

負ったときなど、医療費給付等を行うために要

する経費であります。

続きまして、その下の（事項）体育大会費の

１億3,656万7,000円であります。

説明欄の１、国民体育大会経費は、国民体育
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大会や九州ブロック大会へ派遣する県選手団の

旅費等に要する経費であります。

続きまして、一番下の（事項）競技力向上推

進事業の18億3,146万1,000円であります。これ

は、説明欄の１、選手強化、ページをめくって

いただきまして、500ページの２の指導者養成、

３の施設・設備整備など、天皇杯獲得を目指し

た競技力向上に向けた取組の柱となっている各

事業などに要する経費であります。

こちらにつきましても、後ほど常任委員会資

料にて御説明いたします。

歳出予算説明資料につきましては、以上でご

ざいます。

続きまして、新規・改善事業につきまして御

説明いたします。

常任委員会資料の７ページをお開きくださ

い。

改善事業の部活動改革推進事業であります。

１の事業の目的・背景でありますが、公立中

学校及び県立学校における教員の負担軽減を図

るため、部活動指導員を配置します。

また、効率的な部活動運営を推進するため、

研修会を実施するものであります。

２の事業の概要でありますが、予算額、財源、

事業期間は御覧のとおりであります。

（４）事業内容でありますが、①の部活動指

導員配置事業につきましては、８ページのポン

チ絵を御覧ください。

下半分の四角囲みにあるように、令和４年度

は公立中学校へ77名、県立学校へ37名の部活動

指導員の配置を予定しております。

７ページに戻っていただきまして、②部活動

効率化研修事業につきましては、部活動指導員

や運動部顧問及び外部指導者に対しての研修会

を行います。

３の事業効果でありますが、教員の時間外業

務時間が削減されるとともに、教員の心理的負

担が軽減されます。

また、効果的・効率的な指導が行われること

により、競技力の向上が期待できるものと考え

ております。

続きまして、９ページをお開きください。

天皇杯獲得を目指した競技力向上対策であり

ます。

１の事業の目的・背景でありますが、令和９

年度に本県で開催予定の第81回国民スポーツ大

会におきまして、大会の総合優勝である天皇杯

を獲得するため、県競技力向上基本計画に基づ

き、様々な競技力向上対策に取り組むものであ

ります。

２の事業の概要でありますが、予算額、財源、

事業期間は御覧のとおりであります。

（４）事業内容でありますが、10ページ下段

のポンチ絵を御覧ください。

まずは、一番上の段の期間目標を見ていただ

きますと、今年度まで強化の区分を育成期とし

ておりましたが、次年度以降は充実期、躍進期

と進んでいき、天皇杯順位目標も2024年に20

位、2026年に10位、開催年の2027年には１位と

しております。

また、その下の段には、本県の競技力向上に

向けた課題を解決するため、取り巻く環境に対

応した対策の４本柱である①推進体制の整備・

充実、②選手の発掘・育成・強化、③指導体制

の充実・強化、④環境条件の整備を示しており、

各種事業に取り組んでまいります。

具体的には、ソフト面、ハード面の両面から

支援策を講じてまいりますが、次年度から３年
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間は充実期としており、特に、下段の左から２

番目の枠内の取組に示しておりますターゲット

エイジの強化やふるさと選手の活動支援といっ

た選手強化、下段の右から２段目の枠内の取組

に示しております各競技団体の取り組み状況や

代表選手チーム等の紹介といった広報活動等を

新規事業として取り組んでまいります。

ハード面につきましては、その下に示してお

ります練習環境整備におきまして、各競技の強

化の拠点となる練習拠点施設の早期整備を進め

てまいります。

同じページの上段、④環境条件の整備の整備

計画を御覧ください。

次年度以降の充実期におきましては、水球プ

ール、体操場等の施設が順次完成することから、

練習拠点施設を活用した効果的な強化を図って

まいります。

このような事業を計画的に推進し、全ての県

民の皆様に応援していただけるチームみやざき

の育成強化に尽力してまいります。

続きまして、債務負担行為につきまして御説

明いたします。

常任委員会資料15ページをお開きください。

練習環境整備事業（屋内走路建設事業）につ

いて説明いたします。

１の概要でありますが、国民スポーツ大会に

向けた競技力向上のための練習環境整備の一環

として、宮崎県総合運動公園に整備する屋内走

路の建設工事につきまして、令和４年度から５

年度にかけて実施することから、債務負担行為

の設定を行うものであります。

２の限度額でありますが、建設工事費全体を

４億円で見込んでおります。このうち、令和４

年度の工事進捗分として２億円を令和４年度当

初予算で、また、令和５年度の工事進捗分とし

て２億円を債務負担行為の限度額で計上してお

ります。

３の期間でありますが、令和４年度から令和

５年度までであります。

参考としまして、整備概要でありますが、構

造は鉄骨造、階数は平屋、延床面積は1,600平

方メートル程度であります。

主な機能は、100メートル及び110メートルト

ラック５レーン、走り幅跳び、三段跳び用の砂

場、棒高跳び用の突き箱を整備することとして

おります。

整備場所でありますが、現在の陸上競技場と

第二陸上競技場に隣接した場所を計画しており

ます。

今後のスケジュールでありますが、令和４年

６月に入札公告、令和５年９月に設計・施工に

着手、令和５年６月完成を予定しております。

続きまして、16ページをお開きください。

同じく債務負担工事ですが、練習環境整備事

業（陸上競技場、第三競技場改修事業）につき

まして説明いたします。

１の概要でありますが、宮崎県総合運動公園

の陸上競技場及び第三競技場の公認継続に必要

な改修工事に係る事業費につきまして、工期が

令和５年度までまたがることから、債務負担行

為の設定を行うものであります。

２の限度額でありますが、建設工事費全体を

２億7,123万8,000円で見込んでおります。この

うち、令和４年度の工事進捗分としまして2,712

万4,000円を令和４年度当初予算で、令和５年

度の工事進捗分として２億4,411万4,000円を債

務負担行為の限度額で計上しております。

３の期間でありますが、令和４年度から令和
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５年度までであります。

参考としまして、工事の概要ですが、陸上競

技場につきましては、インフィールドの芝の嵩

を下げる工事等を行うこととしております。

また、第三競技場につきましては、走路の改

修工事等を行うこととしております。

今後のスケジュールですが、令和４年11月に

入札公告、令和５年１月に建設工事着手、令和

５年８月に完成を予定しております。

債務負担行為の説明は、以上です。

続きまして、17ページをお開きください。

議案第23号「教育関係使用料及び手数料徴収

条例の一部を改正する条例」につきまして御説

明いたします。

１の改正の理由でありますが、県立学校体育

施設照明施設使用料につきまして、使用料を徴

収する施設区分の見直しに伴い、規定の改正を

行うものでございます。

２の改正の内容でありますが、現在、県立学

校の体育施設を開放して使用させる場合に、照

明使用料を徴収する際の体育施設の区分としま

して、体育館と屋外運動場を設けておりました

が、これを屋内体育施設と屋外体育施設にそれ

ぞれ改めます。

また、屋外体育施設の中に、新たに運動場、

テニスコート、弓道場、アーチェリー場の区分

を設けることとしております。

それぞれの施設ごとに使用料を定めること

で、使用施設に対する使用料の明確を図るもの

でございます。

３の施行期日は、令和４年４月１日でありま

す。

○加塩文化財課長 歳出予算説明資料、文化財

課のインデックスのところ、501ページをお開

きください。

令和４年度の当初予算額といたしまして、一

般会計に４億8,447万8,000円をお願いしており

ます。

主なものについて御説明いたします。

503ページをお願いいたします。

上から５段目の（事項）文化財保護顕彰費

の6,415万7,000円であります。これは、文化財

の保護と活用を図るため、実態調査、保存・管

理、環境整備等を行うものであります。

主なものとしまして、説明欄10、新規事業の

ふるさとの宝を未来へつなぐ文化財情報整備事

業でありますが、この事業につきましては、後

ほど常任委員会資料にて御説明いたします。

続きまして、504ページを御覧ください。

一番上の（事項）埋蔵文化財保護対策費

の4,125万5,000円であります。これは、開発調

査による埋蔵文化財の滅失を防ぐため、開発等

に先立って分布調査や発掘調査を行うものであ

ります。

主なものとしましては、説明欄の３、埋蔵文

化財発掘調査に2,704万1,000円を計上しており

ます。この事業は、国土交通省から委託を受け

て発掘調査を行うものでございます。

続きまして、その下の（事項）埋蔵文化財セ

ンター費の3,766万3,000円であります。

主なものとしましては、説明欄の５、新規事

業の発掘成果地域還元事業「ふるさとの遺跡再

発見」に209万円を計上しております。これは、

埋蔵文化財の調査成果を県民に還元するため、

地元から出土した遺物を用いた展示や講座を各

地域や学校において実施しまして、歴史や文化

財に親しむ機会を提供するものであります。

次に、このページの一番下の（事項）博物館
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教育普及費の2,101万4,000円であります。

その次の505ページをお願いいたします。

主なものとしましては、一番上の説明欄の１、

特別展費に2,009万6,000円を計上しており、総

合博物館において、年３回の特別展を開催する

ものでございます。

次に、下から２番目の（事項）考古博物館教

育普及費の1,652万円であります。

主なものとしましては、説明欄の１、特別展

費に1,058万4,000円を計上しており、西都原考

古博物館において、年２回の特別展を開催する

ものであります。

歳出予算説明資料については、以上です。

常任委員会資料の11ページをお開きくださ

い。

新規事業のふるさとの宝を未来へつなぐ文化

財情報整備事業であります。この事業は、前回

の委員会で説明しました宮崎県文化財保存活用

大綱の基本方針に沿ったものでございます。

１の事業の目的・背景でございますが、近年

の激甚化・頻発化する災害から貴重な文化財を

守り未来へつないでいくとともに、文化財の指

定等のさらなる推進を図るため、市町村と連携

しまして、県内の未指定を含めた文化財の調査

及び文化財情報のデータベース化を行うもので

ございます。

２の事業の概要につきましては、予算額は242

万6,000円、財源、事業期間は御覧のとおりで

ございます。

（４）事業内容でございますが、①の文化財

の情報整備としまして、文化財に関する写真や

図面等の収集、デジタル化を行うとともに、文

化財の所有者や所在地等の情報のリスト作成及

びデータベース化に取り組み、災害により文化

財が被災した場合に迅速な救出・復旧につなげ

てまいります。

①の未指定を含めた文化財調査につきまして

は、これまでの調査結果も踏まえまして、県内

各地に残る文化財の現況及び所在を詳細に把握

するとともに、新たな文化財の掘り起こしとな

る調査を実施いたします。

併せまして、③の専門家を招聘し、文化財の

新たな国指定・県指定に向けた詳細調査も行っ

てまいります。

最後に３の事業効果につきましては、県内文

化財に関する情報を把握・一元化することによ

りまして、災害発生時に被災文化財の迅速な救

出・復元が可能となるとともに、文化財の基本

情報を基に文化財の指定・推進を図ることがで

きるものと考えております。

○島㟢人権同和教育課長 歳出予算説明資料の

人権同和教育課のインデックスのところ、507

ページをお開きください。

予算額は、一般会計１億1,315万3,000円を計

上しております。

主な内容について御説明いたします。

509ページをお開きください。

上から５段目にあります（事項）人権教育総

合企画費に964万9,000円を計上しております。

主なものといたしましては、説明欄１、（１）

人権啓発資料作成事業でありますが、これは、

児童生徒が学校や家庭において、人権尊重の大

切さについて学ぶための資料を作成するもので

あります。

次の（２）ひなたセーフティプロモーション

スクール推進事業でありますが、本事業は、宮

崎の子供たちの命を守るために、安全教育と心

の教育の充実を図るものであります。困難に直
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面したときに、信頼できる大人に援助を求める

能力や、望ましい人間関係を構築する技能を身

につけさせたり、安全に対する意識を高めたり

するなど、自分や他の人の命を大切にする教育

を、県全体に広げる取組を推進してまいります。

次に、下から２段目の（事項）生徒健全育成

費に9,339万9,000円を計上しております。

主なものといたしましては、510ページ、説

明欄の５、改善事業のみやざきの子どもを守る

総合支援事業ですが、この事業につきましては、

後ほど常任委員会資料で御説明いたします。

次に、その下の（事項）学校安全推進費に833

万4,000円を計上しております。

主なものといたしましては、説明欄の４、改

善事業の学校と地域がつながる安全教育推進事

業でありますが、学校安全教育推進のためのモ

デル地域を指定し、防災教育などに関する実践

的な研究及び普及を、地域、関係機関、専門家

等と連携を図りながら実践いたします。

歳出予算説明資料につきましては、以上です。

常任委員会資料の13ページをお願いします。

改善事業のみやざきの子どもを守る総合支援

事業であります。

まず、１、事業の目的・背景について御説明

いたします。

昨今の学校における生徒指導上の諸課題は、

いじめや不登校等に加え、スマートフォン等の

所持率の増加に伴うネットトラブルなど、複雑

かつ多岐にわたっております。

このような状況に対応するために、スクール

カウンセラー等、専門家の配置・派遣を拡充し、

電話相談窓口とあわせて教育相談体制を充実さ

せるとともに、いじめの未然防止の取組の充実

を図ります。

なお、小学校での暴力行為や不登校の増加が

顕著なことから、特に小学校での生徒指導体制

の充実を図ることとしております。

２、事業の概要の（１）予算額、（２）財源、

（３）事業期間につきましては、御覧のとおり

であります。

（４）事業内容につきましては、右ページの

ポンチ絵を御覧ください。この事業は６つの事

業で構成しております。上段①から③が教育相

談の充実に関すること、下段④から⑥が未然防

止の取組の充実に関することとして、総合的な

生徒指導体制の構築を図ります。

それでは、変更部分を御説明いたします。

まず、①、②のスクールカウンセラー・スク

ールソーシャルワーカーの配置・派遣について

は、配置時間及び配置人数を拡充しております。

中でも、スクールカウンセラーにつきましては、

小学校のみに対応することができるスクールカ

ウンセラーを新たに配置いたします。

次に、⑤いじめの未然防止に向けた取組につ

いてであります。これまでは、７校の中学校を

推進校に指定しておりましたが、新たに小学校

からも推進校に指定いたします。

最後に⑥ネットトラブル等の未然防止の取組

についてであります。児童生徒、教職員、保護

者等を対象にした研修の充実を図るために、専

門家の派遣回数を増やします。

左ページにお戻りください。

３、事業効果につきましては、教育相談と未

然防止の取組の充実を図り、それぞれの取組を

一元化することで、総合的な生徒指導体制を構

築することができ、子供たちの命を守ることに

つながっていくものと考えております。

常任委員会資料につきましては、以上です。
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続きまして、決算特別委員会の指摘要望事項

に係る対応状況につきまして御説明いたしま

す。

別冊の決算特別委員会の指摘要望事項に係る

対応状況の13ページをお開きください。

指摘要望事項といたしまして、⑭「ひなたセ

ーフティプロモーションスクール推進事業につ

いて、コロナ禍においてもオンラインによる研

修を活用するなど、研修充実に向けた対策を行

い、命を守る実践力を身につける教育を推進す

ること」であります。

県内の全ての公立学校においては、令和２年

度末までにオンライン研修が実施できる環境が

整備されており、ひなたセーフティプロモー

ションスクール推進事業においては、感染防止

対策を行いながら、対面またはオンラインによ

り、会議や研修会を実施しております。

特に、児童生徒の命を守る実践力を身につけ

る教育については、ひなたセーフティプロモー

ションスクール推進事業の推進校を中心に、実

践・検証を行っているところでございます。

今後も新型コロナウイルスの感染状況を踏ま

えながら、対面やオンライン、事前録画配信な

どの開催方法を選択しながら、研修会等の実施

に努め、事業の推進に取り組んでまいります。

○重松委員長 暫時休憩いたします。

午前11時50分休憩

午前11時50分再開

○重松委員長 委員会を再開いたします。

質疑は続いておりますが、残りの質疑につき

ましては、本日の午後１時から再開したいと思

います。よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 御異議ないようですので、午後1

時からの再開といたします。大変お疲れさまで

した。暫時休憩いたします。

午前11時50分休憩

午後０時58分再開

○重松委員長 委員会を再開いたします。

○谷口高校教育課長 午前中の丸山委員の質問

に対しまして、私の説明不足がございました。

歳出予算説明資料の473ページの一番下の産

業教育振興費のところで、この減額について御

質問ございました。この減額は、事業の職業系

高校と企業をつなぐ人材育成事業のデュアル教

育が終期を迎えたということが一つ。

そして、もう一つは、代船の建造をお願いし

ておりますが、令和３年度当初予算で計上して

いた令和４年度工事実施分の予算が落ちたとい

うことでございます。今後とも就職率の向上に

努めてまいります。

○重松委員長 執行部の説明が終了しました。

議案等について質疑ございませんか。

○井本委員 常任委員会資料13ページのいじめ

の未然防止に向けた取組について、お聞きしま

す。

人権同和教育課でこういった取組をやってい

るんだなと思いました。我々が小さい頃は、い

じめといったら、とにかく強い者のが弱い者を

いじめるという感じでしたが、今は仲間はずれ

みたいないじめが多いということを聞くんです

けれども、そうなんですか。

○島㟢人権同和教育課長 いじめは、非常に様

々にわたっておりまして、例えば、ひやかしや、

からかいといったものもいじめの一つとして上

がってきております。
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○井本委員 ひやかしとか、からかいとかいう

のは、どちらかというと、強い者が弱い者に対

して言う感じじゃないですか。そうではなくて、

集団でのけものにするいじめに変わってきてい

るという話を聞くけれども、そうなんですかと

いう話です。

○島嵜人権同和教育課長 今、委員のおっ

しゃったいじめは、現在もございます。

○井本委員 強い者が弱い者にするいじめと

どっちが強いというわけでなく集団でのけもの

にするいじめは、どっちが多いんですか。

○島㟢人権同和教育課長 どちらかというと、

数的にはひやかし、からかいのが多いんですが、

依然として、そういった集団で強い者が弱い者

をといった構図の中でのいじめもございます。

○井本委員 これは関連的かもしれないけれど

も、何かを防止するということと、問題が起き

たときに対処するということは、違うと言う人

がいるんですよね。

例えば、飛行機事故なんかが起きたときに飛

行機事故を防止するということと、飛行機事故

が起きた後にもう二度と起きないように対処す

るということ、どうも聞くとね、一つは未然防

止というと責任論になりがちだと言うんです

ね。出来事が起きた後にどう対処するかという

ことをやると、今後、もう二度と起きないよう

にしていくという。

アメリカなんかは、とにかく二度と起きない

ようにということをやりますよね。日本の場合

は、責任を問われるんですがね。未然防止はど

ちらかというと、責任論になる可能性があると。

そして、起こるのは仕方がないんだけれども、

今度は、その起こった原因をしっかり確かめて、

今度はなくしていくというふうにやらなきゃい

けないんだと、そういうことを言う人もいるよ

うですけれども、いじめの未然防止はどういう

アプローチなんでしょうかね。

○島㟢人権同和教育課長 いじめが起こらない

ように、いじめが起こるとつらい思いをすると

いった心の醸成みたいなものについては未然防

止ということで、具体的な対策としまして、い

じめの対応は各学校が当たっているという状況

で、この事業の未然防止に向けた取組というの

は、いじめが起きる前に起こらないようにする

対策として捉えていただければと思います。

○井本委員 ④と⑤は似ているんですよね。④

はいじめの問題の解決に向けた取組と書いて

あって、⑤は未然防止と書いてあるでしょう。

問題の解決に向けて取り組めば、当然、未然防

止になりますわね。強い者が出てこないように

するわけだからね。④と⑤は、どこが違うのっ

て言っているわけですよ。

○島㟢人権同和教育課長 ④につきましては、

具体的な対応と捉えていただいて結構です。

他方、⑤につきましては、いじめが起きる前

の取組と御理解いただければと思います。

○徳重委員 私もいじめのことについてお尋ね

します。

委員会で何回かお話したことがあるんですけ

れども、いじめた人はいじめをしたことを忘れ

ているんですが、いじめられた人は、一生忘れ

ないんですよね。

以前、本会議でも１回やったことがあるんで

すけれども、50年たっても、60年たってもいじ

められた人は覚えているんですね。いじめた人

に聞いてみると、俺はいじめたことはない、全

然記憶がないと言うわけですね。

今おっしゃったように、ささいなことでも小
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中学校でいじめられたら、一生つきまとうので、

いじめの未然防止に全力を挙げてほしいなとい

う気がするんですよ。

北海道に行った際に、55年ぶりに会った同級

生の一人が、俺はあの人とあの人にいじめられ

たと言うわけですね。その頃は、まだ学校に行

けなかった、生活が厳しかった時代でしたから、

それでいじめられたと言うんですね。たたいた

とかそういう暴力じゃなく、恐らく口で言った

んだろうと思うんだけれども、それでも一生忘

れないから、もう会いたくないから同窓会には

出たくないと、こう言うんです。

いじめは起こってからは、どうしようもなく

非常に厳しいものだということで、いじめの未

然防止に全力を挙げる、小さいいじめでも、い

じめられた人は一生つきまとうんだよというこ

とを、しっかりと教え込まないといけないん

じゃないかなと思いますが、いかがでしょうか。

○島㟢人権同和教育課長 委員御指摘のとお

り、私どもも思っております。

県の方針としましても、どんな小さな兆候も

見逃さずに、その場ですぐに対応することを学

校に望んでおりますし、実際、そういったこと

もあって、宮崎県のいじめの件数は非常に多う

ございます。

いじめの未然防止の大事さというのは、その

とおりでございまして、現在、７校の中学校を

推進校に指定しておりますが、次年度につきま

しては、小学校からも推進校に指定します。現

在の推進校７校の取組を全県下に広めていくこ

とに力を入れたいと思っているところです。

○丸山委員 図書館や美術館、総合博物館につ

いては、コロナの影響で閉館とかして、なかな

か県民が利用できなかったり、利用しづらく

なってしまった時期も結構あったと思います。

令和４年度はコロナ禍３年目に入りますの

で、できれば、一日も早くコロナが収束してほ

しいという気持ちを込めてなんですけれども、

コロナの影響により修学旅行が県内修学旅行に

なったということで、図書館、美術館、博物館

は行きやすい環境になったんじゃないかなと

思っていますので、そういった意味で、せっか

くある財産をしっかり生かしてほしいなという

思いがあります。

美術館に関しては、旅する美術館でもあるこ

とを考えているような事業なんです。今年度、

令和４年度は、図書館、美術館、総合博物館に

もっと人に来てもらえるような取組をやる予定

はないんでしょうか。

○岩本図書館長 コロナの影響でいろんな利用

を制限せざるを得ない状況が続いていました。

それでも、この１年半、約２年間は休館せず

に、何とかやってこれたかなと思っております。

そして、先般のまん延防止等重点措置の解除

以降、閲覧室の利用制限とかもかけておりまし

たが、制限の期間が長引いたということもあり

ますし、新たなオミクロン株のウイルスの性質

の状況なんかも踏まえまして、先日から閲覧室

も席を減らした上で解放するということにも取

り組んでおります。できるだけ利用していただ

けるよう、そういった感染防止対策をしっかり

講じていくことにしております。

そして、コロナとの戦いの中でのことにはな

りますけれども、来年度は県立図書館創設120

周年で記念すべき年ということでありますの

で、そういったことも積極的にＰＲして、より

多くの県民の皆様に利用していただくようなこ

とも考えていきたいと思っているところです。
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○木村美術館副館長 美術館では、先ほど委員

から外へ出かけていくアウトリーチのことに少

し触れていただきましたが、近隣の小中学校と

かにも出向きまして、いろんな体験活動や鑑賞

活動などを行っていこうと考えております。

また、美術館に来ていただくという、双方の

流れを生み出すような形で、美術館でも魅力あ

る事業に取り組んでまいりたいと思います。

あと、コロナが流行してきた、令和２年度、

令和３年度は、修学旅行で児童生徒に来ていた

だきました。令和２年度は13校で約500人、令

和３年度は７校で102人の児童生徒が美術館に

来られました。

普段あまり目が向いていなかったところかも

しれませんけれども、美術館の持っている文化

資料を有効に使って、子供たちに還元していき

たいと考えております。

○川口総合博物館長 新型コロナの感染拡大と

空調の関係で、一昨年と昨年度は、夏の特別展

が開催できなかったんですけれども、今年度は

接触機会を減らすなどの対策をして、恐竜展を

開催しまして、５万人を超す来場者となりまし

た。また、きのこ展も開催し、３万人を超える

来場者となりました。

この２つの展覧会で、コロナ禍における新た

な展示方法の在り方を示すことができたんじゃ

ないかと思っています。今後も感染防止対策を

徹底し、工夫をしながら県民の貴重な学びの機

会を確保するよう努めていきたいと思います。

○丸山委員 県の財産だと思っていますので、

ぜひ、有効利用を図るように。教育委員会は特

に学校とのつながりもありますので、しっかり

やっていただいてありがたいという思いで質問

させていただきました。

スポーツ振興課にお伺いしたいと思います。

競技力向上推進事業でターゲットエイジの強

化ということで、実は私、小林市のハンドボー

ル協会の会長をさせてもらっているんですが、

ハンドボールの大会があったときに、県の協会

の会長と話を聞かせていただきましたら、競技

力向上という話は聞くんだけれども、実際、義

務教育の先生たちは、天皇杯とかの認識がほと

んどないような気がすると言っていました。

スポーツ振興課は高校に対しては、すごく

やっているんだけれども、義務教育までは、ま

だまだ落ちていない状況の中で、この事業を立

ち上げようとしているんですが、全ての種目を

立ち上げて、ターゲットにしないといけないも

のだと認識しております。

具体的に、今年度や来年度以降、ターゲット

エイジの方々にどんなことを取り組んでいこう

としているのかをお伺いします。

もし、こうした取組が国体が終わった後も

ずっと続いていけば、10ページに書いてある

─終わった後も20年ずっと継続できるはずな

のに、いつも国体が終わるとダーンって落ちて

しまって、今みたいな形になっているもんで、

それをさせないためにも、しっかりとやってい

くべきじゃないかなと思っているもんですか

ら、どういうふうにしていくのかをお伺いでき

ればと思っております。

○押川スポーツ振興課長 ターゲットエイジ強

化プロジェクトにつきましては、県スポーツ協

会を通じて、各競技団体にお願いし、ターゲッ

トエイジとなる来年度の小学校４年生から中学

校１年生の選手を集めていただき、その選手を

強化していく事業になります。

今、委員がおっしゃったように、小中学校の



- 53 -

令和４年３月９日(水)

管理職も含む先生方がどの程度、天皇杯を理解

されているかというところについては、私たち

も対応が不足していると考えております。

ですから、来年度以降、県の校長会等を通し

て、この事業の理解と協力等を求めていきたい

と考えております。

今、各競技団体では、小学生を含めたジュニ

アの育成もしていただいていますので、それを

組織的にどう構築していくかということが、今

後継続するためには重要になっていきます。

そういったときに、ある程度、人数がいる競

技団体は組織がしっかりしているので、それが

できていくと思うのですが、人数の少ない競技

団体をどう支援していくかが一番大事なポイン

トだと思っていますので、そういったことも含

めて、県スポーツ協会とも連携しながら、各競

技団体の強化、その辺りも含めて、しっかり取

り組んでいきたいと考えているところです。

○丸山委員 小学校、中学校ごとに、先生たち

の意識改革をやっていただくことをお願いした

いと思っています。

また、私の地元の高原町がアーチェリー会場

になる予定なんですが、会場になるに当たり、

高原町長に、国体後も、高原町としてアーチェ

リーの競技普及をやるべきですよね、それを

ずっと継続したほうがいいよねということを

言っているんですが、なかなかそこまで至って

いないんですが。

会場になるんだったら、そういうふうに各地

域がその種目をどんどんやれるところをつくっ

ていくとか、してほしいと思っています。

今、延岡市にアーチェリーの先生がいらっ

しゃるから、そこにアーチェリーの練習場をつ

くったんだけれども、もし、その先生が異動さ

れると、衰退してしまうんじゃないかと思った

りするもので、せっかく予算を投ずるのであれ

ば、国体が終わった後もずっと継続するように、

今後、この地域はこの競技というのを地域と連

携してつくる、しっかりそういうイメージをし

たほうがいいんじゃないかなと思っています。

競技の向上について、アーチェリーに関して

は、こういう形になっているんですけれども、

ほかの競技種目を含めて、しっかりそういった

ものをつくっていかないと、国体が終わったら、

衰退してしまうんじゃないかという懸念がある

ものですから、その辺をもう少し検討してほし

いと思っていますが、いかがでしょうか。

○押川スポーツ振興課長 御意見ありがとうご

ざいます。各会場地において、それぞれの競技

をシンボルスポーツとして、今後発展させてい

くということは、大変重要な課題であると考え

ております。

実際、前回の宮崎国体の競技会場となった町

が、現在も強化の拠点の町になっていることも

ございます。少年種別で出場した選手の方々が

大人になり、その町で家庭を設けて、その子供

たちがまた選手として頑張るという好循環が生

まれているというのもあります。

そういった意味からも、その地域のシンボル

スポーツとして、どれだけ各市町村と連携しな

がら強化していくかというところが重要なポイ

ントになっていくと思いますので、各市町村と

しっかりそういうところを連携してまいりたい

と考えております。

○井本委員 アーチェリーの話が出たんだけれ

ども、延岡市の星雲高校内に練習拠点を整備し

ていただいたんだけれども、延岡市はアーチェ

リーが盛んだったわけです。私もこの会場を探
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すのに何か所も見て回ったという経験があっ

て、やっと星雲高校に落ち着いた。何でアーチェ

リーが盛んな延岡市を会場にしなかったのかな

と、何で高原町を会場にするのかなって、高原

町もアーチェリーが盛んなのかなと思っていた

ら、全然そうじゃないというから。

一般論としては、そういうところに置かなけ

ればいけませんよと言いながら、違うことを

やっているのはどういうことなのか。

○押川スポーツ振興課長 2027年の国民スポー

ツ大会の会場地につきましては、国民スポーツ

大会準備課が、各市町村、競技団体と調整しな

がら会場地を決定しております。

教育委員会は、あくまでも競技力向上に取り

組んでいるわけですので、今回、アーチェリー

会場が高原町に決まった経緯については、こち

らでは存じ上げておりません。これまでも高校

総体等で高原町の施設をお借りしながらやって

きたということもあるので、今回、会場になっ

たのではないかと考えております。

○井本委員 要するに連携が悪いということで

すな。連携しながらね。それはそれでいいです。

図書館についてです。

20分しかいてはいけませんって書いてあるん

だけれども、今、図書館で１冊の本を読み切ろ

うとする人は、ほとんどいないと思うんですよ。

図書館で借りて、家に帰って読むスタイルがほ

とんどじゃないかなと私は思うんですよね。

そういうことを考えると、閲覧室はあのくら

いのスペースでいいんじゃないかと思うけれど

も、都城市にできた図書館は、横のほうでコー

ヒーを飲んだり食事したりするような、和気あ

いあいとした感じになっている。図書館は、今

後、そういう感じがいいんじゃないのかなって

気がするんですよね。

そして、図書館は、人が来てくれるための方

策、例えば、図書館主催で読書会を開催すると

か、美術の研究会を開催するとか。図書館に来

るのは楽しいよと思ってもらえるようなもの

を、図書館主催でやってもいいんじゃないかな

という気がするんだけれどね。

市の図書館は、少しオープンな感じがします

が、県の図書館は堅苦しいです。買物に来たつ

いでにちょっと寄ってみたとか、そんな図書館

にできないものかなという気がします。

県は権威があるからそんなことできませんと

言えば、それまでなんだけれども、どうなんで

しょうか。

○岩本図書館長 県立図書館は少し堅苦しいで

すが、ビジョンをつくっておりまして、県立図

書館は、知の共有・創造を支える宮崎県のネッ

トワークの拠点という位置づけで、要するに全

県下の市町村、学校とかの図書館とネットワー

クをつくって、そのネットワークを生かしなが

ら、広く県民に利用していただこうと、その中

心を担うんだというような位置づけです。

今おっしゃられた、都城市のＭａｌｌｍａlｌ

の中にある図書館は、中心市街地にあり、普段

から人の行き来も多いということで、気軽に足

を運んでいただく図書館で、そういった地域地

域によって、その図書館の性格や強み、位置づ

けがあると思います。

先ほども言いましたように、県立図書館は、

当然、日々多くの方に利用していただきたい等

もありますが、一方で、遠隔地にお住いの県民

の方とかにも等しく資料を提供できるようなこ

とにも気を置いておるものですから、どうして

もゆっくり楽しんでもらうとか、堅苦しくない
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とか、そういった視点が若干弱いところは確か

にあろうかなとは思っております。

ただ、図書館も単に本を貸して返す場所とい

うだけではなくて、今は、コロナで週に１回に

減っておりますが、週に２回は子供向けの読み

聞かせのことをやっておりますし、県の産業振

興支援機構と連携して、ビジネス支援のセミナ

ーを開催したり、あるいは病気をお持ちの方な

ど、健康不安をお持ちの方に対する健康相談、

広いギャラリーがありますので、そこで２週間

に１回とか１週間に１回ぐらいの頻度で、県政

の重点課題をテーマに、いろんな団体等の県の

セクションの展示なんかもやっております。

そういった意味では、幅広い事業を展開して

いきたいと思っておりますので、県立図書館の

位置づけ、役割というところで、そういったこ

とかなと御理解いただけたらと思います。

○井本委員 その役割とは別に矛盾すること

じゃないです、できないことじゃないし、それ

こそネットなんかで連絡し合っているわけだか

ら。そのギャラリーに集まる人ってどれくらい

いるものですか。

○岩本図書館長 ギャラリーに集まった人数を

カウントできる装置はないんですけれども、閲

覧室の入り口と児童図書室の入り口にある人数

をカウントする装置で１日当たりの大体の人数

が計れるんですが、コロナ禍前は１日平均1,500

人ぐらいです。出入りがありますので、延べ人

数ということになりますけれども。コロナ禍前

は1,500人ぐらいが利用して、コロナ禍にあっ

ても、1,000人弱ぐらいの利用者がおります。

○井本委員 分かりました。いずれにしても、

もうちょっと開かれた図書館というか、一般の

人がもうちょっと親しみやすく、ぱっと行って

みようかなというようなものにしてもいいん

じゃないかなって、せっかく120周年記念なの

で、今までの在り方を検討するということを考

えてもいいんじゃないかなという気がするもん

ですから、よろしくお願いします。

○岩本図書館長 来年度に向けていろんなこと

も企画しております。

委員のおっしゃるように、いろんなことやっ

ているんですが、県民の方にもうちょっと広く

周知していかないといけないということで、来

年度はそういった広報面にもしっかり力を入れ

て、県民の皆さんに広く親しまれるような図書

館にしていきたいと考えているところです。

○徳重委員 スポーツ振興課にお尋ねします

が、第81回国体の競技はいくつですか。

○押川スポーツ振興課長 40競技になります。

○徳重委員 ところで、天皇杯を目指しての選

手育成強化の予算が約19億円で、毎年度２億円

ぐらい使われるようなことになっております

が、この19億円の予算は、この40競技の中から

積み上げられた予算と理解していいんですか。

○押川スポーツ振興課長 来年度の予算の中

で、ハード面、練習環境整備に係る事業で15

億950万円をお願いしております。ですから、

この強化費の中で、一番多くを占めているのが

ハード面の練習拠点の施設整備になります。

○徳重委員 ハード面は分かりました。選手育

成強化に関して、指導者というか、選手を強化

するための費用はどれぐらいですか。

○押川スポーツ振興課長 先ほど申しましたよ

うに、来年度の競技力向上に係る予算としまし

て、常任委員会資料の９ページを見ていただき

ますと、19億3,846万2,000円をお願いしており

ますけれども、このうちの15億円程度が施設整
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備になりますので、残額が選手育成強化、指導

者養成に係る費用になると考えております。

○徳重委員 今おっしゃった、この約４億円が

強化費ということですが、これは、どういう基

準で４億円という金額は算出されたんですか。

具体的にはどういうものに使われるんですか。

○押川スポーツ振興課長 令和４年度の歳出予

算説明資料の499ページの下から２段目の（事

項）競技力向上推進事業の説明欄の１、選手強

化の２億6,868万3,000円、その中に、（１）か

ら次のページ（11）までの事業が選手強化に係

る事業になります。

また、２、指導者養成の（１）と（２）が指

導者に係る事業になります。

先ほどから申しますのは、３の施設・設備整

備で（１）と（２）の事業を進めていきます。

また、４の競技力向上対策本部運営事業と５

番の頑張れチームみやざき！広報サポート事業

等にも取り組む予定であります。

○重松委員長 ほかにございますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 それでは、以上で生涯学習課、

スポーツ振興課、文化財課及び人権同和教育課

の審査を終了いたします。

暫時休憩いたします。

午後１時37分休憩

午後１時38分再開

○重松委員長 委員会を再開いたします。

課ごとの説明及び質疑が全て終了いたしまし

たので、総括質疑に移ります。

教育委員会全般につきまして、質疑はござい

ませんか。

○井本委員 午前中は延々といろいろ演説をや

りましたけれども、私の言いたいことは、とも

かく組織を活性化しようということを言いたい

わけですよ。組織を活性化するために、学校支

援アドバイザーとかを連れてくるのも悪くはな

いけれども、一時期にそういうカンフル剤みた

いなものを打ち込んでも、そのときはいいかも

しれんけれども、その後、組織全体が動いてい

くようにしないと、毎回カンフル剤を打ち込む

ようなことでは何にもならないのではないか

と、私は言いたいだけのことなんです。

だから、学習する組織が今話題になっていま

すけれども、自分で学習して発展していく組織

をつくるべきじゃないかということを言いた

かったわけですよ。よろしくお願いします。

○丸山委員 令和３年度に国民文化祭と障害者

芸術・文化祭がありました。

私は、できればこの後、国民文化祭、芸術文

化祭をベースに、障がい者の文化を含め、もっ

と宮崎県の文化が伸びてほしいと思っています。

教育委員会は人づくりが中心になっていると

ころですので、教育委員会が継続して、しっか

り文化なり、障がい者文化なりをもっと伸ばし

ていっていただきたいかなと思っております。

今後、教育委員会としてどう生かそう考えて

いるのか、令和４年度にでも、こういった動き

がありますよというのがあれば、教えていただ

きたいと思います。

○川北教育政策課長 国民文化祭等をきっかけ

に今後、どうやって県の活性化のために尽くし

ていくか視点は、非常に重要でございます。

教育委員会は、将来の文化の振興を担う児童

生徒を担当しておりますので、文化の振興のた

めに、文化の意味も教育していきたいと考えて

おりますし、知事部局としっかり連携しまして、
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文化の振興、地域の活性化、そういった目的の

ために、しっかりと取り組んでまいりたいと考

えております。

○丸山委員 花火が打ち上がっただけじゃなく

て、令和４年度以降の取組も重要だと思ってお

ります。国民文化祭、芸術文化祭を開催した県

として、幅広くやっていただきたい、ホップ、

ステップ、ジャンプで。

宮崎県の文化が伸びるのか、もしくは停滞す

るのかは、これからの取組にかかってくるんだ

ろうと思っています。その中で、人づくりを担

当されている教育委員会が大きなポイントを占

めると思っていますので、ぜひ、よろしくお願

いしたいと思っております。

○山下副委員長 私からお願いしたいのは、学

校ですから教育が一番目的と思うんですけれど

も、私の会社で社員を何人も使っておりますが、

いくらいい学校を出ていても常識のない子は、

会社に来ても使いものにならんのですよね。

ですから、小学校から高校までの教育の場に

おいて、していいことと悪いことが分かる常識

のある人間を育てるような教育もしてもらわな

いと、協働、協調ができず、社会では使いもの

にならない人がおります。

ですから、そういうところも含めて教育して

ほしいなと、お願いをしておきたいと思います。

○重松委員長 そのほかにございますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 それでは、総括質疑を終了いた

します。

次に、その他報告事項に関する説明を求めま

す。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が終了し

た後にお願いいたします。

○川北教育政策課長 お手元の文教警察企業常

任委員会資料18ページでございます。

令和４年度宮崎県教育委員会事務局組織改正

案について御説明いたします。

令和４年４月１日付の組織改正の主要事項

は、競技力向上推進室の設置でございますが、

令和９年に本県で開催されます国民スポーツ大

会での天皇杯獲得に向けて、競技力向上の取組

のさらなる充実強化を図るため、スポーツ振興

課内に競技力向上推進室を設置いたします。

これに伴いまして、スポーツ振興課に設置し

ております競技スポーツ担当及び施設整備担当

は廃止いたします。

○松田特別支援教育課長 宮崎県立特別支援学

校教育整備方針の策定について、説明いたしま

す。

別冊で、宮崎県立特別支援学校教育整備方針

をお配りしておりますが、説明は、常任委員会

資料で行います。

常任委員会資料の19ページを御覧ください。

１、策定の趣旨にありますように、宮崎県教

育振興基本計画やみやざき特別支援教育推進プ

ランに基づき、宮崎県立特別支援学校の教育環

境の計画的な整備を行うために策定するもので

あります。

２の経緯を御覧ください。

11月定例会の常任委員会におきまして、素案

を報告し、パブリックコメントを実施いたしま

した。パブリックコメントで寄せられました御

意見を参考に必要な修正を行い、２月定例教育

委員会にて付議、決定を行いました。

３の整備方針の概要には、整備方針の項目を

示しております。

４のパブリックコメントについてを御覧くだ



- 58 -

令和４年３月９日(水)

さい。

（１）意見募集期間にありますように、令和

３年12月13日月曜日から令和４年１月13日木曜

日まで御意見を募集しました。（２）意見件数

ですが、10件の御意見を６名の皆様からいただ

きました。（３）意見への対応については、資

料20ページから21ページにいただいた御意見と

それに対する県の考え方を一覧に示しておりま

す。このうち、素案の修正を行った御意見につ

きまして御説明いたしますので、資料21ページ

の９番を御覧ください。

視覚障がい教育につきまして、「高等部専攻

科における多様なニーズに対応した職業教育の

充実としているが、高等部普通科における多様

なニーズに対応した職業教育の充実としたほう

が実情に合っている」という御意見であります。

県としましては、御意見のとおり、視覚障が

い教育における多様なニーズに対応した職業教

育については、高等部専攻科のみではなく、高

等部段階から必要であると考えられることか

ら、右欄にありますように、高等部における多

様なニーズに対応した教育の充実と修正するこ

ととしました。

別冊の宮崎県立特別支援学校教育整備方針の

８ページを御覧ください。

３の特別支援学校の教育環境整備方針の内容

の３、障がい種別に応じた教育の（１）視覚障

がい教育の２つ目の内容について、高等部にお

ける多様なニーズに対応した教育の充実と修正

しております。

また、これに伴い、本方針の４ページ（２）

視覚障がい教育の説明におきましても、同様に

表現を修正いたしました。パブリックコメント

を受けての修正は以上であります。

その他の御意見につきましては、具体的な取

組についての御意見や感想でありますことか

ら、素案の修正は必要ないものと判断しまして、

今後の特別支援教育の施策の参考とさせていた

だきたいと考えております。

○重松委員長 執行部の説明が終了しました。

その他報告事項について質疑ございませんか。

○満行委員 特別支援学校教育整備方針につい

てなんですけれども、大変素晴らしい方針が示

されていて、とても期待するところですが、高

等部のための特別支援学校を複数校配置をする

ということで、県央、県北、県南、県西のバラ

ンスを考えて、今後、配置していこうというこ

となんだろうと思います。

８ページの聴覚障がい教育について、県央部

の聴覚障がいの児童生徒等の学びに対する支援

の在り方について検討しますと書いてあるんで

すけれども、今後、どういう方針なのか。

現状は、都城さくら聴覚支援学校が特殊化に

よって小中学校の前から始められる、そして、

延岡市ぐらいまでやっている。県西部と県北部

ということで、障がいを持つ子供たちの通学と

か学びの環境が大変厳しいものがあるんだろう

と思います。今後、バランスを考えれば県央部

なんだろうかなと思っています。

今、明星視覚支援学校で通級とか相談窓口と

かやっていただいているんだろうと思うんです

けれども、今後の聴覚支援の在り方についてど

う考えているのか、お尋ねしたいと思います。

○松田特別支援教育課長 聴覚障がい教育の充

実につきましては、委員に御指摘いただきまし

たように、本県では県北部と県西部に聴覚障が

い専門の特別支援学校が設置されておりまし

て、個人や団体による教育から始まった経緯で
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県北部と県西部の２校の設置ということで、現

在に至っているところです。

以前は多くの児童生徒が聴覚障がい特別支援

学校に在籍していましたが、地域就学のニーズ

が高まったことにより、地域の小中学校で学ぶ

ことが増えて、児童生徒数が少なくなっており

まして、県央部に新たな聴覚障がいの特別支援

学校を設置することになりますと、集団での学

びの補償や専門性の維持することが困難な状況

も生じるということから、今御指摘いただきま

したように、県央部の聴覚障がいの子供たちが

県央部にいながら、専門的な教育が受けられる

通級による指導や巡回教育相談を定期的に受け

ることができる体制を目指していきたいと考え

ております。

○満行委員 歴史があってこういう配置だと思

うのですが、都城市は聴覚支援の基礎ができて、

もう100年になると思います。そういう意味で、

この新たな基本方針は、その100年の在り方を

見直して、今後どうしていくかと、岐路に立つ

というか、大事な整備計画だと思っています。

機器の発達やＩＣＴの活用により、普通校に

行ける子供が増えて、支援学校の対象者がどん

どん減ってくるのは理解はできるんですけれど

も、残念ながら障がいを持ちながら生まれてく

る子供たちは一定数いるのも事実ですので、そ

の子供・保護者の負担、教育の機会均等という

ことを考えると、なかなか難しいかしれません

が、できれば人口も多く、中央という地理的な

状況もありますので、早急に県央部を含めた整

備方針等をつくっていただけたらありがたいと

思っています。よろしくお願いいたします。

○重松委員長 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 それでは、その他報告事項を終

了いたします。

次に、請願の審査に移ります。

継続請願第６号「新型コロナウイルス感染症

から子どもを守り学ぶ権利を保障するために少

人数学級を求める請願」について、執行部から

何か説明はございますか。

○東教職員課長 特にございません。

○重松委員長 関連して、委員から質疑はござ

いませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 それでは、その他で何かありま

せんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 ないようですので、審査を終了

いたしますが、ここで、この３月をもって退職

される教育委員会の職員が４名いらっしゃいま

すので、一言御挨拶を賜りたいと思います。

○中原副教育長 １年間コロナ禍ではありまし

たけれども、委員の皆様には御審議を通して、

御意見、御指摘を多数賜わってまいりました。

十分お答えできていない部分もあろうかと思

いますけれども、また４月以降、ウイズコロナ

なのかアフターコロナになるのか分かりません

が、我々が教育委員会を背負っております。令

和の新しい教育の実現に向けて、新しいメンバ

ーが新たな気持ちで取り組んでくれるものと

思っておりますので、引き続き、また議員の皆

様には御指導、御意見賜りたいと思っておりま

す。本当に１年間ありがとうございました。

○岩本図書館長 入庁して37年間、県庁で勤務

させていただきました。10数か所勤務地が変わ

りましたけれども、その都度、その場所で自分

に何ができるか、何をするべきかということを
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考えながらやってきたつもりでございます。

最後に、１年間でありましたけれども、県立

図書館で仕事をさせていただきましたが、非常

に情報が氾濫する時代の中において、県立図書

館は、県の知と情報の拠点ということで、その

役割は非常に重要だなと、ますます大きくなっ

ているんじゃないかなということも痛感した次

第でございます。議員の皆様方には公私にわた

り、いろいろと御指導いただきまして、本当に

ありがとうございました。県立図書館を御愛顧

いただきまして、また御指導、御鞭撻賜わりま

すようお願いいたします。本当にありがとうご

ざいました。

○川口総合博物館長 私は、昭和59年に入庁し

て以来、38年間の勤務でした。そのうち30年間

は、総合政策部と総務部と環境森林部でした。

宮崎文化振興課長のときに、先ほど国文祭の

話が出ましたが、実施計画をつくるということ

で、そのときに文化行政と私立学校ですね、私

学の振興に携わったことがありましたが、教育

委員会は、38年目にして初めて来ました。

委員の皆様方には御理解と御協力をいただき

ながら、教育行政や文化財行政に携わらせてい

ただいたことに心から感謝しております。

委員の皆様方には、引き続き大所高所から御

指導いただきますよう、よろしくお願いいたし

ます。１年間本当にありがとうございました。

○四位財務福利課長 私は、昭和60年に延岡西

高校を振り出しとした学校事務職員という職で

入庁させていただきまして、その後、教育委員

会でお世話になりました。

したがって、私は、教育委員会のことしか分

からないわけでございますけれども、学校現場

の辛さ、逆に甘さ、そういったものを知る者と

して本庁で調整方に務めてきたつもりではござ

います。私、先生ではありませんけれども、座

右の銘として、宮崎県の子供たちの笑顔のため

に頑張るということを常に掲げながらやってき

たつもりでございます。委員の皆様方におかれ

ましては、本当に深い御理解をいただきまして、

心から感謝を申し上げたいと思います。

また、来年度以降もよろしくお願いしたいと

思います。どうもありがとうございました。

○重松委員長 本日、参加されておりませんが、

黒木健一県教育研修センター所長、籾木郁郎県

立西都原考古博物館長も退職ということで、御

報告申し上げたいと思います。

本当に長い間、お疲れさまでございました。

ありがとうございました。

それでは、以上をもって教育委員会を終了い

たします。

暫時休憩いたします。

午後２時０分休憩

午後２時２分再開

○重松委員長 委員会を再開いたします。

まず、採決についてですが、委員会日程の最

終日に行うことになっておりますので、11日に

行いたいと思いますが、開始時間は13時でよろ

しいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 それでは、そのように決定いた

します。

その他、何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 何もないようですので、以上を

もちまして、本日の委員会を終わります。

午後２時２分散会
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午後０時59分再開

出席委員（６人）

委 員 長 重 松 幸次郎

副 委 員 長 山 下 寿

委 員 徳 重 忠 夫

委 員 井 本 英 雄

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 満 行 潤 一

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

議 事 課 主 事 飯 田 貴 久

総 務 課 主 事 合 田 有 希

○重松委員長 委員会を再開いたします。

まず、議案等の採決を行いますが、採決の前

に議案につきまして賛否も含め、御意見をお願

いいたします。特にありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 それでは、ないようですので議

案の採決を行いますが、採決につきましては、

議案等ごとがよろしいでしょうか。一括がよろ

しいでしょうか。

〔「一括」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 それでは、一括して採決いたし

ます。

議案第１号、議案第15号、議案第16号、議案

第17号、議案第18号、議案第19号、議案第23号

及び議案第24号につきましては、原案のとおり

可決することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 異議なしと認めます。よって、

議案第１号、議案第15号、議案第16号、議案第17

号、議案第18号、議案第19号、議案第23号及び

議案第24号につきましては、原案のとおり可決

すべきものと決定いたしました。

次に、請願でございますが、請願第６号「新

型コロナウイルス感染症から子どもを守り学ぶ

権利を保障するために少人数学級を求める請

願」についてでありますが、この請願の取扱い

も含め、御意見をお願いいたします。特にあり

ませんか。

〔「継続」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 継続審査との御意見がありまし

たので、まず、継続審査とするかどうかをお諮

りいたします。請願第６号を継続審査とするこ

とに賛成の方の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○重松委員長 挙手多数。よって、請願第６号

は継続審査とすることに決定いたしました。

次に、委員長報告骨子案についてであります。

委員長報告の項目及び内容について御要望等

はありませんか。

〔「一任」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 それでは、委員長報告につきま

しては、正副委員長に御一任いただくことで御

異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 それでは、そのようにします。

次に、閉会中の継続調査についてお諮りいた

します。

教育及び警察行政の推進並びに公営企業の経

営に関する調査については、継続調査といたし

たいと思いますが、御異議ありませんか。

令和４年３月11日(金)
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〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 御異議ありませんので、この旨、

議長に申し出ることといたします。

その他、何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 何もないようですので、以上で

委員会を終了いたします。

皆様、お疲れさまでございました。

午後１時２分閉会
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